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�論 文〉

経営経理研究 第107号
2016年9月 pp.1�28

産業発展に伴う情報セキュリティの

重要性と必要性

産業の活性化とICT利活用の実態

金 山 茂 雄

要 約

高度情報化社会やネットワークは，私たちの人間関係や社会にどのよう

な影響をあたえたのだろうか。総務省が2010年に実現をめざしているビ

ジョンに「ユビキタスネット社会（u-Japan）」というものがあった。

『「いつでも，どこでも，何でも，誰でも」ネットワークにつながり，情報

の自在なやりとりを行うことができる社会』（『平成17年度版情報通信白

書』）が実現した場合，自分たちはいったいどのような生活を過ごすこと

になるのだろうか，と当時を振り返る。

情報社会の進展は情報通信技術を土台とした通信インフラと利用端末を

生み出すハードウェア技術，そして情報コンテンツを生み出すソフトウェ

ア技術の協調的進化に支えられている。これらの先進的な技術がビジネス

の世界にとって受け入れられるためには，これらを支えるビジネスモデル

が重要な役割を果たすことは携帯電話の普及の中で実証された。その結果，

PHS事業は衰退の一途をたどった。社会環境の変化に観られる現状維持

に利用者が意識しているのならば，それは経済活動が活発にならないので

ある。つまり，ビジネスへつながらないのである。よって，新しいビジネ

スの創出には，今日の社会がどんな社会であるのか，を明確にすることで

あり，そのためには社会変化の概観が必要となる。平成28（2016）年5

月末日，当日から観た未来は，幻想のようにも思える。一歩一歩進んでは

いるが，未来社会にはほど遠い。

一方では，様々な技術が高度化して利活用ができるようになると，人々



1．は じ め に

高度情報化社会やネットワークは，私たちの人間関係や社会にどのよう

な影響をあたえたのだろうか。総務省が2010年に実現をめざしているビ

ジョンに「ユビキタスネット社会（u-Japan）」というものがあった。

『「いつでも，どこでも，何でも，誰でも」ネットワークにつながり，情報

の自在なやりとりを行うことができる社会』（『平成17年度版情報通信白

書』）が実現した場合，自分たちはいったいどのような生活を過ごすこと

になるのだろうか，と当時を振り返る。情報社会の進展は情報通信技術を

土台とした通信インフラと利用端末を生み出すハードウェア技術，そして

情報コンテンツを生み出すソフトウェア技術の協調的進化に支えられてい

る。これらの先進的な技術がビジネスの世界にとって受け入れられるため

には，これらを支えるビジネスモデルが重要な役割を果たすことは携帯電

話の普及の中で実証された。その結果，PHS事業は衰退の一途をたどっ

た。このような点から次のことが言える。一つ目は，ビジネスモデルは利

用者の意識で大きく変わる。二つ目は，利用者の利用意欲の向上によって

ビジネスも大きく左右される一面がある。三つ目は，日常生活の中で自分

の置かれている様々な環境と条件が次に進むヒントになる。特に，三つ目

は，一つ目と二つ目に大きく影響を与える。それは，社会環境の変化に観

―2―

はメリットやデメリットについて考えはじめる。誰もがビジネスにつなげ

て考え，それは，他人より多くのモノを得たいからである。つまり，ビジ

ネスの利権の獲得である。しかし，この点に集約されると大きな問題が発

生する。人々は，ビジネスで得たモノを守ろうとする。ここに，セキュリ

ティの重要性と必要性が生じるのである。ここでは，情報セキュリティの

重要性と必要性について，ICTの利活用の状況から観ることにする。

キーワード：ICTの産業，IoT，未来社会，セキュリティ



られる現状維持に利用者が意識しているのならば，経済活動が活発になら

ない。つまり，ビジネスへつながらないのである。よって，新しいビジネ

スの創出には，今日の社会がどんな社会であるのか，を明確にすることで

あり，そのためにはこれまでの史的展開が不可欠で社会変化の概観が必要

となる。平成28（2016）年5月末日，当時から観た未来は，幻想のよう

にも思える。一歩一歩進んではいるが，未来社会にはほど遠い。

企業及び企業の経営活動の基盤には，やはり高度な技術や繊細な技術お

よび先進的な技術に依存するケースが多くみられる。特に，産業界で一つ

の用語としてよく使われる「グローバルな社会」「グローバルな企業経営」

となると，様々な企業が混在し，日々競争しているのである。

最近は，「環境」がメインテーマとなり，企業は新たな経営活動に取り

組んでいる。それは，「環境ビジネス」である。日本の技術が維持され，

そして改善してきた結果として，このような新たなビジネスが登場したと

考える。このようなビジネスが近隣の諸国にどのような影響を与えている

のだろか，

例えば，中国では，日本企業の進出が中国経済に少なからず影響を与え

ていると考える。中国にとっては，先進主要国にみられる経済力の大きさ

が，グローバルな社会の中での中国を刺激している。このことは，中国と

日本が，経済力の向上と企業コスト等のお互いの利害関係に一致をみる。

日本企業の生産・効率の向上，経費削減という低コストの企業経営では，

それぞれの目標を達成しているだろう。この関係は国対国ではなく，国対

企業の関係であり，規模が小さくなった企業対個人の「B2C」の関係とい

える。今後は「C2C」の関係に拡大すると推察できる。この個人がどのよ

うな考えと行動を起こすのか，わからない。つまり，インターネット社会

における個人の意識と能力が新たな「B2C」と「C2C」を作り出し，また

産業への変化も考えられる。そこで，社会における個人の意識と能力の関

係が産業の変移とともに技術教育の重要性を示していると考える。
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一方では，様々な技術が高度化して利活用ができるようになると，企業

や個人がメリットやデメリットについて考えはじめる。これは当然の進む

べき道筋と考える。誰もがビジネスにつなげて考え，他人より多くのメリッ

トを得たいからである。つまり，ビジネスの利権の獲得である。しかし，

この点に集約されると大きな問題が発生する。企業や個人は，ビジネスで

得たモノを守ろうとする。ここに，セキュリティの重要性と必要性が生じ

るのである。ここでは，情報セキュリティの重要性と必要性について，

ICTの利活用の状況から観ることにする。

2．産業変移と社会の環境変化

現在ではSCMやECが主流であるため，CALSを語る者がほとんどい

ないが，様々なケースで支援システムの効率化を模索し，その後「CALS」

が登場した。さらに，プロジェクトへ発展していくことになる。二昔前に

話題として登場した情報システムは，ペーパーレスだけではなく戦略的な

意味を持つことや情報の電子化によるマニュアルの電子化と保管，さらに

情報検索機能の構築や製品開発・製造時のCAD/CAMへの利用など，多

くのメリットがあった。また，開発・製造のコストを下げながら品質を向

上させることができた。この情報システムの最大の特徴は，ネットワーク

に接続し電子データ交換を可能にしたことである。このネットワーク接続

は，営業と製造，設計と製造，マーケティング部門と製造部門など，業務

の緊密化に影響を与え業務遂行が円滑に進むようになった。さらに，情報

の共有化のための統合データベースの構築が必要不可欠になった。業務デー

タは各部署で共有しながら業務を遂行するようになり，無駄の排除，意志

決定の迅速化などが進み，業務改善に貢献したのである。また，情報シス

テムが一層効率的に利用され，企業活動の機会の増加をもたらした。

急速な成長を見せる中国が日本のように技術革新とともに進んでいくの
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か，興味深いものがある。中国に進出している日本企業は，2008年末に

おいて多くの企業が進出している（図表1を参照のこと）。価格の低さを

武器に「地球規模の工場」として経済成長を遂げている。もちろん人口の

多さは，「世界一」であり，米国の人口を圧倒している。この人の多さは，

どんな企業にとっても魅力的であり，企業の経営活動にとって利益拡大と

考えている。つまり，地球規模の世界の市場へと移り変わるのである。ち

なみに巨大なEUの欧州市場では人口約6億人である。また，北米市場で

は，3億人に達していない。日本は，約1億3千万人レベルであるので，

日本からみて約10倍の市場なのだ。市場がここまで，急速に変化したこ

とは，経済学の成長理論に合致している1）。これらは，蓄積論から推察す

ると，資本蓄積と人口増加の関係や，社会は二分化し2つの階級からなる。

また，利用可能な労働力に対する資本ストックの関係，競争による影響，

生産の技術などによって利用可能な労働力が制限され，資本が蓄積される。

日本の場合は，既に企業自体に消費する経費が大きく，国内においてモノ

の生産が限界に達していると考えられる。したがって，消費する経費が少
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図表1 日本企業の中国事業活動の推移

出所：経済産業省「海外事業活動基本調査 平成20年度実績 」より．



なくなる方策を考えるか，または経費が抑えられる場所に選択肢が限られ

る。

1990年代のはじめは，海外において各企業の事業展開が北米市場であっ

た。このとき，既に将来はアジア地域，特に中国市場への投資が増えるだ

ろうといわれていた。その後，1995年から現在までの15年間は，日本の

戦後50年に相当する勢いで中国経済が成長している。約3倍のスピード

である。英国が200年かかった経済成長が，日本は2倍強のスピードであっ

た。中国は1978年の改革開放政策に転じて市場経済の導入から約6倍の

スピードとなる。この背景には，人口を基盤に人材の有効活用，世界的に

グローバルな時代に入ったことなどがその理由と考えられる。また，資本

と技術が海外から多く流入されたことも巨大な市場の形成と中国経済の成

長に起因していると思われる。文化大革命当時は，中国国民は人民服を着

ていたが最近では，日本と変わらない風景である。また，上海の浦東は，

以前は田舎で草原地帯であったが，現在では大都市化され，都会である。

しかしその面，経済格差も発生している。また，同時に新たなビジネスも

発生しているのである。日本と同様に仕事を求めて田舎から都会へ人々が

移動している。経済格差，つまり所得が，田舎より都会のほうが高いから

であり，中国も日本と比べて変わらないことがいえる。また，人民のモノ

への消費は，低価格商品に多く人が集まり，たくさんの商品を購入してい

る様子も日本人と比べて変わらない。その一方で，低価格商品ではなく高

級品も一定の割合で売れているのである。つまり，今では高い所得層が存

在していることになる。これらのことは，前回の発表の中でも論じている

が，日本の産業は活発に動いているように見えないが，実は海外において

活動展開しており，必ずしも産業界が冷えて動きが鈍い状態ではないこと

を示している。前述したように，日本の約3倍のスピードで発展成長して

いる中国市場では，このスピードの速さの影響が，例えば，製品開発期間

の短縮，自然に経費の削減に連動し，さらに商品の販売の時期，販売量，
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販売地域など，販売に関した計画の見直し，実施計画・実行も早くなる。

このような低コスト状態は，現在の経済不況下が今後も続く限り近隣諸

国にも拡散していくだろうと，推測する。ただし，今後投資が増えること

が前提となる。また，格差社会の形成は，競争力があるか，競争力がない

か，の判断要因として重要である。その例として，インドが経済成長の著

しく中国の後を追っている。インド社会では，経済発展が経済格差を生み

出し，従来とは異なった階層となっている。また，インドの隣に位置する

バングラデシュが市場原理の導入でインドを追い始めている。このように

近隣諸国に少しずつ影響が出ている。このまま進むとアジア圏全域に拡が

ると推察する。仕事を求めて田舎から都会へ移動する人々が，国を越えて

自国から隣の国へ移動する様子が予想される。近い将来日本人が仕事を求

めて中国，インドをはじめとして近隣諸国に移動することも考えられる。

事例として，中国では欧州の自動車メーカーが設計段階から上海で行って

いる。もちろん，自動車メーカーとのつながりがある部品メーカーは，部

品の供給のため近くに工場を建設する。それは，低コストと一定の品質を

保つためであり，企業はコンセプトを考えて，中国現地で製造するといっ

たある種分業しているのである。そして，中国で製造された自動車は，海

を越えて欧州で販売される。もちろん，販売する社員は，英国人やフラン

ス人といった欧州人である。つまり，モノへの製造拠点だけではなく，そ

の後の商品をどのように売りさばくか，までも考えているのである。した

がって，新しい市場は，どのように活用することかで，次の効果が得られ

る。先の先まで思考して行動する戦略を採っている。つまり，CALSの

思考である。また，中国進出のカギはやはり人材である。中国市場への事

業展開には，中国ビジネスの実態を把握し，よく知っている現地の人材に

期待するのである（図表1を参照のこと）。現地をよく知っている人材と

共にマーケティングと新商品の開発を行い，新たな市場を形成することで

あり，同時に人材の育成が必要となるのである。
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産業の成長には，前節で触れた「競争力」がつきものである。そして，

競争力と密接に関係するのが「イノベーション」である。米国では，2008

年，このイノベーションが起き，単なる技術革新ではなく，イノベーショ

ンを起こすことによって社会的な価値が変わっていくことや価値基準への

変化も示していた。しかし，従来の考え方からでは，技術革新の評価基準

が労働生産性の伸び率，資本生産性，技術進歩率または，全要素の生産性

の伸び率から判断されるケースが多かった。

技術革新の中では，やはりインターネットの活用によるものが多い（図

表2を参照のこと）。また，インターネットの活用により，社会やその環

境も変化している。経済不況下においてもインターネットの利用は，IT

企業の他の業界と比べて成長している。・Yahoo・や ・Google・といった

企業は，社会での存在感を益しているように思われる。

一方，社会環境の変化に関係深いのが，以前から述べている知覚である。

古くから社会的背景が少なからず知覚に影響を与えているが，この影響に
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図表2 インターネット利用による生活時間・行動頻度の変化（2年前との比較）

注：各項目に対して「増加した」と回答した利用者の割合から「減少した」と回答した利

用者の割合を差し引いたもの

出所：総務省「平成16年度通信利用動向調査」より．



は知覚者の社会的価値，意味が媒介となることもある。高度な技術が普及

するにつれ，社会は個や集団，組織体，また多様な文化・習慣・価値観な

ど，複雑な社会背景と社会環境を創り出していると考える。教育も例外と

は言えないし，教育内容や方法も変わってきている。社会的背景が変わる

と社会自体も変わっていくと考えられる。つまり，その構造やしくみが変

わることである。特に，情報社会といわれている今，構造やしくみの中で

生活している人々は，自身自体に影響され，さらに自身の意識も変わると

考えられる。もちろん，情報が氾濫している世の中では，突然の出来事や

今までに経験・体験したことのない現象に遭遇した場合，自身へのインパ

クトが大きすぎて変化をもたらす。日常生活の中で洪水のように流れてい

る情報がそれである。そんな状況から推測すると，正確な情報の把握と判

断ができないであろう。社会環境の変化は，このように正確な情報の把握

と判断ができない状態であるといえる。変化が治まり誰もがその状況を理

解したとき，変化を変化として受け取らず日常のことのように感じると思

われる。また，このようなことは，歴史の中で絶えず繰り返されているこ

とでもあり，ITの普及の際，同様な現象があったと思われる。インター

ネットの利用は時間の経過とともに，日常生活の一部になっている現象が

示している。グローバルな社会では，今までに無かったことが日常生活の

一部になっていくと推測するならば，今以上に変化に耐えうる人材，変化

に適用できる人材の確保と育成が重要である。

図表3の通信業界は，産業界でも近年目覚まし発展を遂げた分野であ

る3）。1985年の通信の自由化から約30年間で，民間の事業者を中心に積

極的なネットワーク投資が行われた結果である。その結果，大都市圏だけ

ではなく日本全国のほぼ全域でブロードバンドが利用可能になった。この

ように，インフラの整備から高度化により，従来のコミュニケーションツー

ルから情報を生成，蓄積，処理し付加価値を生み出す経営資源としての役

割に変化した。その中でも，センター技術などの発達によりモノがネット
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ワークにつなげられ，M2M通信が現実的になってきた。スマートフォン

の普及は個人をインターネットにつなぎ，M2Mでモノがインターネット

につながれる。その結果，ネットワークが社会インフラとして重要性を帯

びてさらに増している。したがって，産業界の活性化と発展は，その分誰

に対しても安全性と保護の重要が増していることにつながっていく。また，

ICTの高度化に伴い，安心と安全な利用環境の整備が必要である。

2020年代の世界最高水準のICT社会の実現のためには，世界最高レベ

ルの通信インフラの整備が必要である。また，そのためには料金低廉化と

サービスの多様化のための競争環境の整備，消費者保護ルールの充実した

内容の検討とその対応，制度化などの課題が山積みである。総務省では，

2014年度より「ICTサービス安心・安全研究会」を開催し，次のことを

検討している。
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図表3 通信業界の再編の動き

出所：総務省「平成27年度版情報通信白書」p.36より抜粋．



① 消費者保護ルールの見直し・充実

② ICTによる2020年代創造のための青少年保護・育成のあり方

③ ICTサービスの進展に応じた課題への対応

これらは，通信業界が3つのグループ体制にほぼ固定化したため，事業者

のグループ化から一歩進み，ICTからIoTの世界実現に進みはじめたあ

らわれである。このIoTの世界は，2030年を見据えた新たな通信産業へ

の政策と発展への期待もある。

3．ICTの社会と高度化

3．1 ICTが促進する社会とは

高度情報化社会は，私たちの人間関係や社会にどのような影響をあたえ

るだろうか。その問いに対する答えらしきことが『「いつでも，どこでも，

何でも，誰でも」ネットワークにつながり，情報の自在なやりとりを行う

ことができる社会』（『平成17年度版情報通信白書』）であろう。

過渡期である現在，重要と思われるのが，「選択」というキーワードで

ある。いつでも，どこでも，何でも，ネットワークにつながる。つまり，

全てがネットワークに繋がっている「ユビキタスネットワーク社会」にお

いて，実際に「いつ，どこで，誰とつながるのか」を選択しなければなら

ない。つまり，その自己決定が問題となるからである。既にインターネッ

トの普及が社会における流通情報のあり方を変えたと言われている。自分

たちがどのように情報収集をするようになっているのか，考える必要があ

る。

日常のウェブ利用の多くは，ニュースや天気予報などはもちろん，仕事

や学業，必要な情報を探す。ITの発達やデジタル化社会は経済面でも

「光」と「影」の格差が生じ「明」と「暗」，「勝ち組」と「負け組」など
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二分化している。その中で情報社会は人間の知的な活動領域を拡げ，お互

いの競争を通じて個人の能力を伸ばす。個人の能力の強化は，企業や国家，

家庭の価値や社会倫理の後退を招く結果へと進んでいる。教育等高等機関

も同様なことが言える。

この選んで探すという情報収集活動はインターネット以前からあるが，

デジタル情報が検索性に優れているから，より顕著な傾向となっている。

この選んで探す傾向の増加は，自ら選ばない情報収集にも影響をもたらす。

1985年頃は，90％以上の人が毎日，新聞を読んでいる。しかし，1995

年から「新聞離れ」といわれているとおり，若年層を中心に毎日読まない

人が増えた。2005年には10代～20代で50～60％程度になった。30代で

もかなり増えた。この変化の一因には1995年から10年間で急激に普及し

たインターネットがあげられるだろう。もちろん，インターネットでもニュー

スが読め，「電子新聞」も増えた事実もある。インターネットを利用した

ことで生活時間や行動範囲も変化している。その他，睡眠時間が減った，

テレビ視聴時間や雑誌閲読時間が減った。その理由として考えられるのは，

インターネットの利用によって，それらのメディアからの情報収集が不要

になったこと，あるいは，単純に時間がなくなったこと。このことは，マ

ス・メディアが提供するような画一的情報よりも自分で選択した情報を好

きな機会に接触するような人が増えたととらえられる。また，「同じ時間

に同じテレビ番組をみんなが見る」といった「メディアを介した同時体験」

が，近年減少しつつあるということである。このことは，近年高視聴率を

取る番組が顕著に減っていることからも裏づけられる。1979年には年間

1,860回もあった視聴率30％以上の番組が，2003年には10回にまで減少

している。テレビの平均視聴時間自体は毎日3時間～3時間半と30年間

ほぼ変化していないが，視聴が特定番組に集中せず分散化している。ここ

数年普及している一つとしてハードディスク・レコーダーがある。あらか

じめ自分が設定したキーワードに関連する番組を自動的に録画する機能も
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ある。機器面からも自分の好きな情報しか収集しない方向性が助長されて

いる。

ケータイやインターネットの普及は，自分たちの人間関係にも同様の影

響を与えている。これも「選択」というキーワードから観ると，ケータイ

やインターネットで「誰かに連絡を取る」また逆に「誰かから連絡がくる」

というのは，選び選ばれた人間関係といえる。偶然街ですれ違ったり，た

またま会社や学校で席が隣り合ったりしたことでコミュニケートするので

はなく，自分のケータイに登録されている中から，あるいは知っている電

子メールアドレスの中から，自分で選んだ人とコミュニケートする。しか

し，平成21年は，それ以前の社会変化にともなう影響であるかのように

「経済力」「知力」「社会力」の低下が目立つ。イノベーションによる経済

効果は低下の傾向にある。

近年の情報化投資で情報の蓄積はあるものの，その活用方法が見つから

ない。また，その影響は労働力不足にも現れている。

3．2 IT社会と高度化

一般社会では，ITの社会現象としてインターネットの利便性がいわれ

ている。

高度情報化社会がもたらす自分たちの人間関係の変化を，「選択」とい

うキーワードで観たが多くのことが選択可能になり，自分の好きな情報や

人しか選ばない傾向が強まってきている。新しいメディアがその傾向を引

き出しているというより，もともと人と社会にその傾向があり，その現れ

がケータイやインターネットなどが誕生し，助長していると捉えられる。

コンビニのような24時間営業，いつでも，どこでも情報サービスが整備

され利用でき，さらにこの傾向が増えるだろう。そして，ネット上のショッ

ピングサイトにあるような過去に選んだものの中から選択しているにすぎ

ないのである。
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紙の新聞であれば無意識に興味のないものまで目から情報が入ってくる

がネットショッピングになるとそうではなく，自ら選択しなければならな

い。

情報通信に関するネットワークの現状は，次に示す。

① インターネットの普及が着実に進んでいる。

② ブロードバンド化が進んでいる。

③ 携帯電話によるインターネットの活用と放送のデジタル化の進展。

IT社会において情報の把握も重要だろう。今後もITを中心とした新し

い社会と生活に変わると推測する。一つは，インターネットは簡単に情報

を得たり，発信したりできる。次に，電子メールや携帯電話の普及により，

個人と個人の関係が強くなっている。いわゆる選択であり，また家族と個

人とのつながりが細くなっている。三つ目は，インターネットの普及によ

り，文章を気軽にやり取りできることは「インターネットのすばらしさ」

を表している。従来のメディアは情報が一方通行で常に受け身状態であっ

た。しかし，ブロードバンド時代の到来が双方向通信を可能にし，誰でも

情報の発信者になれる。しかし，インターネットの利活用も重要であり，

単に利便性だけではないことを十分理解しなければならない。

このように社会環境の変化は，IT,特にインターネットに象徴され，そ

の影響は，個，集団，文化，習慣，価値をも変えた。つまり，インターネッ

トショッピングでみられる「モノから情報へ」の変化は大きく，その現象

はITによる労働，つまり知的労働や自己改革の必要性，協調性がない者

が多く，さらに常用語として使われている「ストレス」が，感情の変化と

ともに生活の中に入り込み生活も変えた。そして，今では自己の未来に対

する自己実現への意識と意欲が欠けている。その要因として，自己の進む

道をネット上に求めている者も少なくない。図表4から7および図表8は，
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「知力」「社会力」等の国際比較である。これらを見ても明らかなようにほ

ぼすべてにおいて低下している。
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図表4 人的資本と経済成長との関係（インターネット普及等に関する）

出所：総務省「平成21年度通信利用動向調査」より．

図表5 人的資本と経済成長との関係（知識と情報の蓄積）

出所：総務省「平成21年度通信利用動向調査」より．
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図表6 情報通信による基盤に関する国際ランキング

出所：総務省「平成21年度通信利用動向調査」より．

（偏差値）

図表7 情報通信による基盤に関する国際ランキング

出所：総務省「平成21年度通信利用動向調査」より．

（偏差値）



4．情報収集活動とセキュリティ

情報セキュリティ全般に関する状況は，2008（H20）年，前後から劇的

に変化している。そのために，IPAは，企業や組織体のシステム開発者

や運用者を対象に，情報セキュリティインシデントや攻撃手口に関する報

告やその対策の情報の提供を行っている。さらに，一般利用者向けとして

パソコンやスマートフォンを使用した情報セキュリティの認識と理解を促

進している。特に，2014年には，インターネットのいくつかの数脆弱性

が見つかり，それを利用した攻撃も確認されている。また，ネットバンキ

ングの法人口座における不正送金被害の拡大，国・政府の機関やインフラ

事業に従事している主力企業の機密情報をターゲットとした標的型攻撃も

起きている。さらに，外部攻撃だけではなく内部の不正が表面化し社会的

な問題になった。こうした様々な事柄が起き，未然に防げないところに問

題があるが，少しでも外部，内部の問題に対応するため，2014年11月に

サイバーセキュリティ基本法が成立し，国・政府のセキュリティの強化へ
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図表8 情報通信による基盤に関する国際ランキング

出所：総務省「平成21年度通信利用動向調査」より．

（偏差値）



と変わった。今後，標的型攻撃に対抗する取り組みが今以上に強化される

と思われる。

図表9は，2015（H27）年の「情報通信白書」からのデータである。

「いち早く世の中のできごとや働きを知る」質問に対し，インターネット

が 2000年は，1.7％，2005年は，8.2％，2012年にはついにほぼ 3割の

29.6％に達している。また，「世の中のできごとや動きについて信頼でき

る情報を得る」の質問では，インターネットが2000年は，0.4％，2005年

は，3.7％，2012年には，14.7％までになっている。インターネットの利

用頻度が増えていることがわかる。利用頻度が増えれば，その分リスクも

増える。この調査結果からも分かるように年々インターネットの利用が増

えていく。下記の図表10は，地図（地理）情報の利活用方法である。例

えば，車でドライブに行くとして，行く目的地を決める。その際，目的地

までルートをどうするか，である。従来からある冊子の地図本を見るか，
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図表9 頻繁に利用するメディアの推移（目的別）

出所：総務省「平成27年度版情報通信白書」p.64より抜粋．

�いち早く世の中のできごとや動きを知る�

�世の中のできごとや動きについて信頼できる情報を得る�



またその他の方法で目的地へのルートを確保するか，である。上記の図表

10のとおり紙媒体の地図の他，PC,カーナビゲーション，スマートフォ

ンがあり，その中でもスマートフォンが増えている。

スマートフォンが他の情報端末機より優れている現れである。手軽に持

ち運びができるものはなかなか見つからない。もちろん，スマートフォン

が他の3つの機能を兼ね備えていることである。図表11は，情報収集の

状況と内容を表している。最近，新たに飲食店の情報サイトが加わった。

また，図表12のようにインターネットサイトの利用がPCや携帯が減る

傾向にある4）。また，紙媒体のフリーペーパーや雑誌なども減る傾向であ

る。その代わりスマートフォンが増えている。このようにインターネット

の普及がいろいろなところで利活用されている。さらに，大学生は，就職

活動にも大いに活用している。以前は，就職サイトへアクセスし情報を得

ていたが，最近では，企業のホームページに自社情報がある。もちろん，

就職活動している大学生にとっては，就職サイトより各企業のホームペー
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図表10 インターネット地図の利用拡大

注：PC用地図はインターネット地図サービスを対象

出所：総務省「平成27年度版情報通信白書」p.64より抜粋．



ジから情報を得ることができる。また，就職雑誌の利用は減るわけである。

スマートフォンが有効に活用されていることが分かる。その分，従来から

の情報収集方法は，変貌を遂げることとなる。インターネットは，一般社

会の中で服を着るように人間の生活の中に浸透している。そして，いち早

く世の中の出来事を知るためのよく利用するメディアとしてインターネッ

トを挙げる人たちの割合が，2000年は1.7％，2005年では，8.2％，2012

年は約3割に増えている。このように，インターネットが個人の生活に大

―20―

図表11 飲食店利用サイトの経験（2003年）

出所：総務省「平成27年度版情報通信白書」p.64より抜粋．

図表12 飲食店の情報を調べる際の情報原の変化

出所：総務省「平成27年度版情報通信白書」p.65より抜粋．



きく影響されていることが分かる。

図表12や13は，消費者の行動の変化が分かるデータである。特に，イ

ンターネットが消費行動の情報原になっていることが分かる。2003年当

時は，「ぐるなび」等の飲食店情報サイトの利用率が約2割に達していた。

2010年には，PCのインターネットサイトを利用するのが9割を超えてい

る。また，インターネットは，就職活動の際の情報源としても利用されて

いる。かつて，就職を希望する大学・短大・専門学校生は，学校へ行き，

求人票や企業から送られてきた採用案内などの資料・パンフレット等が紙

媒体であった。しかし，今では紙媒体の企業案内などは観ず，インターネッ

トで企業情報の検索・情報収集が手軽にできる。1990年後半は，「リクナ

ビ」等の就職情報サイトが登場し，いち早く利用する者もいた（図表13

を参照のこと）。その後，就職情報サイトは，エントリーシートの提出や

企業が実施している説明会の予約等も就職情報サイトから経由して行う。
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図表13 新入社員における就職活動の利用情報源の変化

出所：総務省「平成27年度版情報通信白書」p.64より抜粋．



従来からの情報収集方法は，変貌を遂げた。例えば，図表14の「You

Tubeの日本のPCからの利用者推移」，図表15の「ニコニコのプレミア

ム会員数推移」，図表16の「電子書籍市場の拡大」，図表17の「有料音楽
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図表14 YouTubeの日本のPCからの利用者推移

出所：総務省「平成27年度版情報通信白書」p.66より抜粋．

図表15 ニコニコのプレミアム会員数推移

出所：総務省「平成27年度版情報通信白書」p.66より抜粋．



配信売上実績」，図表18の「オンラインゲーム市場」は，すべて消費者の

行動の変化が分かるデータである。特に，動画系や音楽系，ゲーム系が顕

著に消費行動を表している。また，就職を希望する大学・短大・専門学校
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図表16 電子書籍市場の拡大

出所：総務省「平成27年度版情報通信白書」p.66より抜粋．

図表17 有料音楽配信売上実績

注：四捨五入のため合計値が合わないことがある。「その他」には，サブスクリプション

（PC・スマートフォン），サブスクリプション（フィーチャーフォン）が含まれる。

出所：総務省「平成27年度版情報通信白書」p.67より抜粋．



生は，インターネットで企業情報の検索・情報収集が手軽にできる。した

がって，このような手軽に情報収集ができる環境にセキュリティの重要さ

が見えてくる。

5．お わ り に

企業及び企業の経営活動の基盤には，やはり高度な技術や繊細な技術お

よび先進的な技術に依存するケースが多くみられる。特に，「グローバル

な社会」「グローバルな企業経営」となると，さまざま企業が混在し，日

夜競争しているのである。新たな経営活動に取り組むためには，技術と立

地条件が必要になる。特に，日本の近隣諸国が各企業にとって好条件で事

業展開が可能であり，新たなマーケティングも必要となる。また，中国で

は，日本企業の進出が中国経済に少なからず影響を与えていると考える。

中国にとっては，先進主要国にみられる経済力の大きさは，グローバルな

社会の中での中国を刺激し，経済力の向上と企業コスト等のお互いの利害

関係の一致をみて，さらに，生産・効率の向上，経費削減という低コスト
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図表18 オンラインゲーム市場

出所：総務省「平成27年度版情報通信白書」p.68より抜粋．



の企業経営の目標を達成しようと考えている。近年では，小規模であって

も企業対個人の「B2C」の関係，そして，「C2C」の関係に拡大するだろ

う。そのために，人材の育成が必要である。アジア全域に広がるグローバ

ルスタンダードであり，また，企業や社会，および環境の変化は，人々の

意識も変えてします。

一方，IT社会のゆくえから観ると社会環境の変化が技術の進歩の結果

に現れてくることは明らかである。また，社会的価値，意味が媒介となる

ことも当然である。これらのことを踏まえながら，もし新しい技術が生活

に浸透し社会・生活の文化として特定の社会的性格，価値，意味が形成さ

れるのであれば生活は社会にしたがうことになる。IT社会の形成に必要

かつ重要なことは，多次元認識とその認識が社会・生活からの文化的経験

の影響を大きく受けていると指摘する。また，行動による自己認識の重要

性も示している。従来から述べている「情報の文化的経験は影響を与えて

いるのか」に対し，現在のIT社会は答えを出している。また，「知性と

教養に深く係わるのか」に対しても同様に答えを出している。その中で今

後人間の個や集団，組織体など，また多様文化・習慣・価値観など複雑な

社会背景や社会環境をさらに生み出し，今以上の高度なIT社会の形成に

至ったとき，ITの真なる側面が実感できると考える。また，本質的な部

分はもっと異なったところにあると思われる。また，社会環境の変化に見

られる大きな意味を理解する必要がある。例えば，インターネットが単に

利便性だけではないことをもっと知る必要がある。

インターネットの利活用が年々増えている傾向は，今後も続くと考える。

小型の情報端末機が普及するにつれて情報に対する「安全性と保護」がよ

り一層重要であり，かつ必要になる。これは，企業だけでなく個人も同様

に考えなければならない。データで示された消費行動が事前にいろいろな

行為に分散し，集中したりで，インターネット上で十分可能である。
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高等教育における

「社会人基礎力」への取組と課題

全国大学・短期大学における実態調査から

長 尾 素 子

池ヶ谷 浩二郎

村 山 貞 幸

浮 田 英 彦

要 約

2006年に経済産業省が提唱した「社会人基礎力」の育成は，10年を経

た現在，どの程度高等教育に普及しているであろうか。また，その教育方

法はどのようなものであろうか。現在，全国における大学・短期大学にお

ける「社会人基礎力」の育成を俯瞰するデータはなく，これらの問いを探

るために，全国の大学・短期大学すべてを対象に，「社会人基礎力」の育

成に関する実態調査を実施した。

その結果，見えてきたものは，回収率23％の大学・短期大学のうち8

割以上が「社会人基礎力」の概念と重要性を理解しており，また約7割が

「社会人基礎力」の育成に向けた教育を行っていることである。その内容

は，AL,PBL,プレゼンテーション，ディスカッション，実習が中心であ

り，また，その取組は一部の関心ある教職員が試行錯誤的に行っている傾

向にあることがわかった。

このような実態をふまえ，今後の課題として，「各大学・短期大学の取

組の情報共有」「評価指標の可視化」「企業からのフィードバック」「研究

会，研修を通じての情報交換」の必要性を提言した。

キーワード：社会人基礎力，キャリア教育，高等教育，人材育成



1．は じ め に

アクティブ・ラーニング（ActiveLearning，以下AL），プロジェク

ト型／問題解決型ラーニング（ProjectBasedLearning/Problem Based

Learning,以下PBL）等の学修スタイルが高等教育機関にも浸透しつつ

ある。これまでの大学教育は，教養科目，専門科目を講義形式の座学中心

で行ってきたが，大学全入時代を迎え，入学する学生の資質の変化，また

グローバル化や高度情報化による社会情勢の変化により，これまでの伝統

的な教育方法だけでは，社会のニーズに応えられなくなっている現状があ

ろう。

事実，2006年に経済産業省は，企業や社会から求められる能力と教育

機関が育成しようとしている能力にズレが生じているとして，「社会人基

礎力」という概念を提唱し，その重要性を啓発してきた。「社会人基礎力」

とは，「職場や地域社会で多様な人々と仕事をしていくために必要な基礎

的な力」と定義され，3つの能力「前に踏み出す力」「考え抜く力」「チー

ムで働く力」と，より具体的な「主体性」「課題発見力」「発信力」など12

の能力要素から構成される（図1）。

2007年からは，大学生が「社会人基礎力」に取組み，その成長度を競

い合う「社会人基礎力育成グランプリ」（以下「グランプリ」）が毎年開催

され，2012年には92大学109チームが参加する大会に発展した。以降，

「社会人基礎力」の育成に取組む大学が増え，キャリア教育のみならず，

看護系，工学系の専門分野における取組の事例も紹介されている1）。一方

で，講義中心の授業に慣れている教員からは，ALやPBL型の授業の仕

方がよくわからない，「社会人基礎力」はどのようにすれば育成できるの

か不明である，教員側に負担が大きいのではないかなどの不安の声が聞か

れるのも事実である。また，「社会人基礎力」への理解はまだ一部にとど
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まっている感も否めない。やはりまだ理解は広まっていないのではないだ

ろうか。

そのような中，2013年に拓殖大学と多摩大学が中心となり，更なる

「社会人基礎力」啓発のため，「グランプリ」出場大学に呼びかけたところ，

全国の「社会人基礎力」に関心を寄せる教職員有志が集まり「社会人基礎

力協議会」（以下協議会）が発足した。そして，協議会は，2012年まで

「グランプリ」の主催者であった日本経済新聞社から本事業を引き継ぎ，

以降，毎年経済産業省と共催で「グランプリ」を開催している。協議会で

は，「グランプリ」の開催のみならず，「社会人基礎力」の重要性を啓発し，

その育成に関して情報を共有しながら，日本の若者たちの「社会人基礎力」

を育成したいと考えている。

本稿は，それに寄与する形で，まずは「社会人基礎力」に関する大学お

よび短期大学の理解度，関心の度合い，取組例などを調査し，「社会人基

礎力」がどの程度全国に浸透しているのか，その実態および課題を俯瞰す

ることを目的とする。
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図1「社会人基礎力」（3つの能力・12の能力要素）及びその位置づけ

出典：経済産業省ホームページ

http://www.meti.go.jp/policy/kisoryoku/index.html



2．「社会人基礎力」に関する研究

2006年に経済産業省によって提唱された「社会人基礎力」は，10年を

経た現在，高等教育の現場ではどのような取組がなされてきたのであろう

か。例えば，大倉（2014）は，1年生ゼミ（教養ゼミ）のなかで，所属学

部の「ゆるキャラ」作成をプロジェクトとして取組ませることで，「社会

人基礎力」の育成につなげようと試みている。PBLを通じた「社会人基

礎力」育成のひとつの可能性としての教育事例であるが，同様に，那須

（2012）も勤務大学におけるPBLの取り組みが「社会人基礎力」の育成に

有用である可能性について論じている。その他，AL（近藤ほか，2014），

キャリア教育（中川，2015；高松，2016），ゼミナール活動（秋吉，2014），

経験学習（五十嵐，2013），海外研修（金・俵石，2015）と関連付けた試

みも報告されている。いずれも，「社会人基礎力」の育成との関連性にお

いて，有用であることを示唆している。

その中でも，五十嵐（2013）は，実習，研修，プロジェクトを取り入れ

た経験学習の実施前と実施後で「社会人基礎力」の自己評価を比較した実

証的研究を行っており，経験学習は，「社会人基礎力」を高めることに有

効であることを明らかにしている。

また，学校法人河合塾（2011）によると，上記のような「社会人基礎力」

の育成を意識した教育を受けた卒業生と一般の社会人を比較した研究では，

前者の卒業生の方が自己評価は高くなる傾向があると述べている。

以上のような個別事例の紹介，研究調査はあるものの，関心のある教員

が担当授業内で単発的に行っている感は否めない。10年を経てもなお，

大学全体への広がりからはほど遠い印象である。現在，全国的にはどの程

度の大学・短期大学がどのような取組を行っているかを俯瞰するデータは

ない。「社会人基礎力」の普及への取組は，10年の節目を迎えた。これま
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での振り返りも含め，まず現状を把握できなければ，次への展開もない。

本調査では，全国の「社会人基礎力」育成の取組がどの程度浸透し，どの

ような試みがなされているのか，個々の例を検討するのではなく，全体の

傾向を明らかにしてみたい。

3．調査課題と方法

以上の実情をふまえ，以下の2つの課題を明らかにしたい。

課題1

「社会人基礎力」は，理解度および関心度において，日本の大学および

短期大学にどの程度浸透しているのか。

課題2

日本の大学および短期大学において，「社会人基礎力」の育成に取組ん

でいる実践例の傾向と課題はどのようなものか。

これらの課題を調査するために，2015年9月に全国にある大学783校

と短期大学353校の合計1,136校の学長宛てにアンケートを郵送した。そ

の際に，12月に開催予定の「グランプリ」地区予選大会のちらしを同封

した。アンケートは，キャリア教育代表の教職員に回答してもらうようお

願いした。回答方法は，ファックスまたは指定したURLにアクセスして

もらうかのいずれかで依頼した。回答期限は10月中旬とした。
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4．調 査 結 果

4�1．回答者属性

有効回答数は260校（23％）であった。学生数5,000人以下の大学，短

期大学が208校（80％）を占め，その中でも1,000人以下の小規模校が

118校（45％）と最も多かった（図2）。小規模校ほど関心の高さが伺える。

学生の男女比については，ある大学では女子学生が大多数であり，また別

の大学では男子学生が大多数というのもあるが，260大学全体を見ると，

特に性別に偏りはなかった（図3）。
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図2 在学生数（総数）
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アンケート回答者は，教員が74名（28％），職員が186名（72％）であっ

た（図4）。「『社会人基礎力』という概念を知っているか」という問いに

対し，「知っている」は213名（82％），「聞いたことはあるが，内容につ

いてはよく知らない」が34名（13％），「初めて聞いた」は13名（5％）

であった（図5）。「どのように知ったか」（複数回答）については，「イン

ターネット」「テレビ」「新聞・雑誌・情報誌」のマスメディアに関連する

3項目で186名（66％）を占めた。「研究会・学会・研修会」と「イベン

ト」の2項目を合わせると47名（17％），「職場の同僚」「友人・知人」を

通じては27名（10％）であった（図6）。
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図4 アンケート回答者（260名）

図5「社会人基礎力」の概念について



「高等教育において，『社会人基礎力』の育成が必要か」に関しては，

「必要と思う」が220名（85％），「どちらとも言えない」が32名（12％），

「必要と思わない」が8名（3％）であった（図7）。さらに「必要と思わ

ない」と回答した人に，その理由を尋ねたところ，概ね「現行のキャリア

教育で充分目的を達している」「大学教育でやるべきことではない」「後期

中等教育で修了しておくべき」のいずれかであった。また，「『社会人基礎

力』の育成を意識した教育を行っているか」については，「行っている」

が183名（70％），「どちらとも言えない・わからない」が67名（26％），

「行っていない」が9名（4％）であった（図8）。さらに，「行っていない」

と回答した人に，「どのような教育に力を入れているか」を尋ねたところ，

概ね「国家資格，検定取得に力を入れている」「教養・専門・語学・コミュ

ニケーション能力の育成」のいずれかであった。

同封ちらしにて「グランプリ」について紹介すると同時に，「『社会人基

礎力育成グランプリ』について知っていたか」については，「知っていた」

が89名（34％），「出場したことがある」が21名（8％），「聞いたことは

あるが，内容についてはよくわからない」が61名（24％），「初めて聞い

た」が89名（34％）であった（図9）。「同封したちらしを見て『社会人
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基礎力育成グランプリ』を活用したいか」について尋ねたところ，「ぜひ

活用したい」との積極的回答は31名（12％），「将来的には活用したい」

が59名（23％），「どちらとも言えない・わからない」は，161名（62％），

「活用したくない」が9名（3％）であった（図10）。
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図7「社会人基礎力」の育成は必要か

図8「社会人基礎力」の育成を意識した教育



次に，自由回答欄では，まず「『社会人基礎力』が必要と思う理由」を

挙げてもらった。自由回答に含まれるキーワードをコード化したところ，

以下の7つのカテゴリーが見出された（図11）。数字は，回答数を表し，

同一回答者の複数回答を含む。

① 地域・社会・環境の変化に対応するため 20
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図9「社会人基礎力育成グランプリ」を知っているか

図10「社会人基礎力育成グランプリ」を活用したいか



② 企業・社会からの要請だから 33

③ 大学生の変化に対応するため 35

④ 離職を防ぐため 6

⑤ 大学の責務として教育するべきもの 42

⑥ 就職・キャリア教育として必要だから 26

⑦ 社会人として・生きる力として必要だから 71

次に，「社会人基礎力を意識した教育例」があれば，自由回答欄に記入

してもらった。その結果，以下の授業形態のなかで取り入れられているこ

とが確認された（図12）。数字は，回答数を表し，同一回答者の複数回答

を含む。

① PBL 36

② キャリア教育（インターンシップ含む） 85

③ ゼミ・演習 23
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図11「社会人基礎力」が必要と思う理由
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④ 外部講師・社会人の協力 14

⑤ 発表・ディスカッション 19

⑥ 実習・フィールドワーク 17

⑦ AL 13

⑧ その他 31

「⑧その他」のなかには，「海外研修」「教養科目」「専門科目」「社会人

基礎力育成のための科目」「ファシリテーション」「セミナー」「ボランティ

ア」「コミュニケーション科目」「入学前教育」「初年次教育」「情報処理」

「日本語の読み書き」「ガイダンス」「すべての科目を通じて」が含まれる。

最後に，「『社会人基礎力』育成に向けた今後の新たな取組」があれば，

自由回答欄に記入してもらった。その結果，以下の項目が確認された（図

13）。

① 既存のものを継続，充実，改善 55

② 正課授業として実施する 18

③ 正課外の取組として実施する 28
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図12「社会人基礎力」を意識した授業例
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④ 授業の中でAL,PBLを取り入れる 11

⑤ 専任教員への啓発 1

⑥ 特にない，検討中，空欄 147

アンケート用紙の最後には，その他感想などが書き込める空欄を設けた。

「評価方法の可視化」といった要望，「指導者・協力者の欠如」といった問

題点の指摘，「企業が求めているものに大学教育が縛られ過ぎる」ことへ

の懸念などの記載が見られた2）。

5．回答から見えてくるもの

「社会人基礎力」の概念について，回答を寄せた大学および短期大学は，

ほぼ認識していると言えよう。しかしながら，23％の回収率からすると，

むしろ77％の大学は組織体としては関心がないか，認識すらしていない

可能性がある。また，本アンケートの回答者の多くがキャリア関係の職員

であったため，おもに教育を担う教員の意識は見えてこなかった。それを

踏まえると，今回の調査では実態が把握しづらいものであったとは言え，

「社会人基礎力」の育成が大学・短期大学全体に浸透している可能性は低
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図13 社会人基礎力育成に向けた新たな取組
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いと言わざるを得ないだろう。

次に，「社会人基礎力」を知った経緯であるが，インターネットなどの

「マスメディアを通じて」が最も多かった。これは，回答者の約7割が職

員であり，キャリアに関する情報を入手する媒体がインターネット，情報

誌，新聞等によるものが主体であることが理由と考えられる。最近はスタッ

フ・ディベロップメント（StaffDevelopment,以下SD）に関わる研修

や研究会なども盛んに行われていることから，今後は，学会や研究会等，

またイベントによる情報発信もあわせて必要となろう。さらに，教員の認

知度を上げるためには，研究会，学会を通じての普及も有効であると思わ

れる。

「社会人基礎力」の重要性については，回答者の多くが同意していると

ころである。「重要と思わない」と回答している場合も，「高等教育以前に

身に付けるべきもの」や「家庭で身に付けるべきもの」としており，いず

れも必要性を認識していることがわかる。

重要であると考える理由としては，「社会や地域の変化」「企業や社会か

らの要請」「離職を防ぐため」などが挙げられている。これは，地域社会

のなかで異年齢の子どもたちが集まって遊ぶ中で社会性が育まれていたと

言われる時代から，核家族化や個人化などにより，地域・社会のコミュニ

ティーが変化する中で社会性を身に付ける機会が減少していることによる

ものかもしれない（金谷，2008）。

また，企業では新卒者に対して自社の研修で社員教育をしていたものが，

国際競争が激化する中，企業は即戦力を求めるようになっている3）。さら

には，組織のグローバル化にともない，企業側は，協調性といった日本の

組織で馴染みのある資質からグローバルな環境下で必要な自主性，主体性

などを求めるようになってきた4）。3年以内に離職してしまう大卒の若者

が3割を超えると言われるが5），「社会人基礎力」の育成が重要だとする

背景には，このような社会における問題意識があるからだとも言えよう。
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キャリアだけでなく，社会のなかで生きるうえで必要な力と考えるとし

たものが最も多い71回答あった。「社会人基礎力」は，仕事のみならず，

人が生きていくうえで必要な普遍的な力として見ているからであろう。こ

れまでは，専門知識や技術などを学ぶ機関としての大学・短期大学が，高

等教育が大衆化する中で，大学・短期大学に求めるものがそれにとどまら

ず，より普遍的な「社会性」も身に付けさせてほしいという社会の要請が

あるのかもしれない。地域社会の人間関係が希薄になる中，もはや地域社

会のみでは「社会人基礎力」と言われる能力は育成できず，社会に有為な

人材を輩出することを本義とする高等教育機関が，その能力を育成する砦

であり，責務であると関係者は感じているのだろう。

「社会人基礎力」を意識した教育については，回答者の7割の大学・短

期大学が実施の回答をしており，主な内容としては，AL,PBL,発表・ディ

スカッション，インターンシップを含むキャリア教育，社会人との協働実

習等が挙げられている。「社会人基礎力」が講義の座学ではなく，学生が

能動的に体験・学習しながらキャリアにつながる教育によって育まれる性

質のものだからである。では，多くの学生たちが受講する大教室での講義

科目のなかでは不可能であろうか。愛知学泉短期大学では，講義科目を含

むすべての授業シラバスに「社会人基礎力」の12の要素のうちターゲッ

トとしている要素を明示している。「社会人基礎力」を講義科目のなかで

修得可能なものとして位置づけている数少ない事例である6）。より多くの

講義科目のなかでの実践例が待たれるところである。

今後の新たな取組としては，「特になし」が最も多かった。予定がある

としても，「既存のものを継続，充実，改善」が最も多く，次に「正課外

の取組として実施する」，「正課授業として実施する」，「授業の中でALや

PBLを導入する」と続く。その多くが他大学・短期大学ですでに行われ

ているものであり，特に新しい取組は見られなかった。ただ，学生対象で

はなく，「専任教員への啓発」というものが1回答あり，これは重要な視
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点である。なぜならば「指導する教員がいない」「学内で認知度を高める

ことが必要」など，リーダーシップの不在，協力者の不足などの問題点の

指摘が最後の感想欄において少なくなかったからである。新たな試みがあ

まりないのは，おそらく限られた教職員が，限られた環境のなかで，その

成果が可視化されずに試行錯誤的に行っているからではないだろうか。

以上から，回答者の大学・短期大学ではその多くがAL,PBL,キャリ

ア教育などの授業を通じて「社会人基礎力」を意識した教育を行っており，

また今後も継続して行われる見込みであることがわかった。一方でそれが

「社会人基礎力」の育成に本当につながっているかどうか確信が持てない

まま進めている現状が見えてくる。現在取組んでいる教職員が，自信をもっ

て「社会人基礎力」育成を発展させていくためには，その成果の可視化が

必要であり，それがない今，今後の展望を描きにくい状況にある。「グラ

ンプリ」については，どのように活用してよいかわからず，とまどってい

る様子が見て取れる。

回答者の多くは，「社会人基礎力」の概念と重要性については理解して

いるものの，具体的な教育方法については，試行錯誤の段階にあると言え

よう。

6．今後の課題と展望

これまで見てきたように，「社会人基礎力」の重要性については，多く

の大学・短期大学の賛同が得られている。一方でどのように育成すればよ

いのか，手探りの状態にある。今後の課題として，以下の項目を指摘した

い。

① 各大学・短期大学の取組の情報共有

② 評価指標の可視化
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③ 企業からのフィードバック

④ 研究会，研修を通じての情報交換

「社会人基礎力」の重要性を認識した大学・短期大学は，様々な取組を

行っている。しかし，それは，AL,PBL,キャリア教育を行っている中で，

「社会人基礎力」の育成につながっているかどうか，明確でなく，確信も

もてないジレンマがある。取組み大学・短期大学の事例を共有する中で，

このような力がついた，うまくいった，いかなかった，等を情報交換する

ことにより不安要素が明確になっていく可能性がある。

また，より説得力をもたせるためには，評価指標，基準が必要となるで

あろう。取組のビフォアアフターでどのように変化したか，などのアセス

メントが開発されることが望まれる。現在，民間企業からいくつか出てい

るが，それらのアセスメントの評価も必要と考える。

さらに，既存のアセスメントは自己評価であるが，「社会人基礎力」は

自己評価だけでよいのだろうか。「社会人基礎力」を意識した教育を受け

たものが社会に出てからどのような成果が出ているのか，企業などの第三

者からフィードバックが必要ではないだろうか7）。「社会人基礎力」は，

企業からの問題提起が出発点である。それを受けて高等教育機関が教育を

行った結果，どのような変化が起きたのか，フィードバックが得られなけ

れば，いつまでも教育効果が明確にならず，方向性を見失うだけである。

最後に，教職員を含めた研究会，研修において情報交換を行いたい。各

教育機関の取組，可視化された評価，企業からのフィードバックが共有さ

れることで，さらに次のステップへと進むことが可能になる。現在は，進

むべき方向性もゴールも明確でない中，若者たちの「社会人基礎力」不足

と「何とかしなければならない」という使命感のみで教職員が孤独に奮闘

しているように思われる。
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7．お わ り に

本調査の目的は，次の課題を明らかにすることであった。

課題1

「社会人基礎力」は，理解度および関心度において，日本の大学および

短期大学にどの程度浸透しているのか。

課題2

日本の大学および短期大学において，「社会人基礎力」の育成に取組ん

でいる実践例の傾向と課題はどのようなものか。

「社会人基礎力」の概念への理解および重要性への認知は，回答者の約

8割に浸透していることがわかった。しかしながら，23％の回収率である

ことを考慮すると，大学・短期大学全体としては，それほど高くないと推

測される。大学教育の目標が「生涯学び続け，どんな環境においても ・答

えのない問題・に最善解を導くことができる能力」8）を育成することにある

ならば，それは「社会人基礎力」の育成そのものではないだろうか。その

意味では，より多くの高等教育機関に「社会人基礎力」の育成を啓発する

意義は大きいであろう。

「社会人基礎力」を意識した教育方法としては，キャリア教育（インター

ンシップ含む）やAL,PBL,プレゼンテーション，ディスカッション，

実習などが中心であった。今回のアンケート調査に回答を寄せた大学・短

期大学関係者は，AL,PBLなど実践型の授業を取り入れることで，「社会

人基礎力」を育成しようと努力している。ただ，その取組は試行錯誤的で

あり，一部の関心ある教職員に限られたものであり，その意味において，
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現場では，より多くの理解者，支援者が切望されている。

協議会は，これらの課題に応えるべく，今後も高等教育関係者，企業，

社会とともに「社会人基礎力」の育成に取組んでいく覚悟である。

本調査研究は，平成27年度拓殖大学経営経理研究所個人研究費助成により実

施したものである。

アンケート調査は，株式会社メディア総研様にご協力いただきました。感謝申

し上げます。

1） 経済産業省主催「社会人基礎力を育成する授業30選受賞者リストには，工

学系の大学の取組が紹介されている。また，グランプリ出場チームには，看

護系の大学もエントリーしている。

http://www.meti.go.jp/policy/kisoryoku/30sen_list.pdf（2016年 3月参

照）

2） その他以下の記載があった。

・（「社会人基礎力」は）周知されていない。PR必要

・文科省でも企業・地域社会との連携による教育を推進しており，省同士

の連携をはかってほしい。文科省，総務省とも連携必要

・「社会人基礎力」の概念は理解するが，「グランプリ」という形式で表彰

する意味が不明

・大学教員の意識改革の必要性

・初等教育，中学，高校からの取組および家庭での取組が必要

・「グランプリ」の評価基準が明確でなく，不公平感が否めない

・「グランプリ」で北海道と東北を分けてほしい

・音大生と「社会人基礎力」がどのように結びつくのか模索中

・「社会人基礎力」は教育機関で身に付けるべきものではなく，家庭で，ア

ルバイト先で自然に身に付けるもの

3） 日本経済新聞2015年10月11日朝刊9ページ。

4） 日本経済団体連合会の調査によると，企業が求める採用時の資質は，2009

年を境に「主体性」が「協調性」を抜いている。近年は，「コミュニケーショ

ン力」と「主体性」の比重が高まっている。

https://www.keidanren.or.jp/policy/2014/001_gaiyo.pdf（2016年 4月参
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照）

5） 日本経済新聞2015年10月31日朝刊42ページ。

6） 愛知学泉短期大学授業シラバス

http://www.gakusen.ac.jp/sirabasu/seide.pdf（2016年4月参照）

7） 公益社団法人緑丘会・国立大学法人小�商科大学『平成27年度社会人基礎

力白書』には，企業が求める「社会人基礎力」についての具体的な意見が掲

載されている。このような企業からのフィードバックは重要である。

http://www.otaru-uc.ac.jp/hgaku1/career_support/file/hakusyo.pdf#se

arch=・%E5%A4%A7%E6%B4%A5%E6%99%B6+%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E4%BA

%BA%E5%9F%BA%E7%A4%8E%E5%8A%9B%E7%99%BD%E6%9B%B8・（2016年

4月参照）

8） 平成24年3月中央教育審議会大学分科会大学教育部会の報告によると，大

学教育の目標として記載されている。

http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/

afieldfile/2012/04/02/1319185_1.pdf（2016年4月参照）

秋吉浩志（2014）「産学連携型ゼミナール活動におけるキャリア形成に向けての
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1．は じ め に

わが国では，経済産業省「日本の「稼ぐ力」創出研究会」が2015年6

月18日に公表したとりまとめの中で公共交通や小売り等，地域を支える

基本的なサービスの提供を総合的・効率的に行うローカル・マネジメント

法人（仮称）の在り方について検討を進化させていく必要があると提言し

ている1）。更に経済産業省「地域を支えるサービス事業主体のあり方に関

する研究会」が2015年11月から開催された。この研究会は，2014年12

月に閣議決定された「まち・ひと・しごと・創生総合戦略」において「地

域の公共交通，小売・生活関連サービス，介護，保育などの課題を事業活

動的な手法を用いながら総合的・効率的に提供するサービス事業主体の在

り方について検討を行い，必要な制度整備を実施する」とされたことに伴

い，そのような事業主体のあり方を検討するために開催されたものである。

この研究会が今年4月20日に公表した報告書「地域を支えるサービス事

業主体のあり方について」2）において，新たな法人制度の要否については，
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株式会社とは異なる新しい法人制度を創設することが考えられるとする。

そして，事業主体の検討のまとめとして制度設計案を提示している。それ

によると株式会社の特徴を取り入れた制度設計とした上で，合同会社の特

徴も選択可能な形で盛り込むという制度の骨格となっている。また，事業

の社会性を継続的に担保する仕組みが必要であるとする。

今年6月に発売された雑誌wiredvol.23の特集は「GoodCompany

いい会社」であり，そのサブタイトルは「ビジネスとミッションは両立で

きる！」となっていた。

「地域を支えるサービス事業主体のあり方に関する研究会」，wiredの特

集の双方で取り上げられていたのがBコーポレーション（BCorporation）

とベネフィット・コーポレーション（BenefitCorporation）である3）。両

者にはアメリカの非営利団体であるBLabが深くかかわっている。Bコー

ポレーションは，BLabが運営する認証制度であり，ベネフィット・コー

ポレーションは，BLabがアメリカの各州政府に働きかけて制定された

法人形態である。

現在，社会の変化によっていい会社と評価される会社が従来の会社制度

の趣旨と異なってきており，社会的利益と経済的利益の双方を追求する企

業について支援する仕組みを整えることについて注目が高まっている。そ

こで本稿では，今後の会社制度を考えるためにBコーポレーションとベネ

フィット・コーポレーションの内容や状況を理解することを目的とする4）。

� 概 要

Bコーポレーションは，オーガニック，フェアトレードやLEED（環境

性能評価）のような民間認証で2006年に設立された非営利団体BLabに

よって認証された企業であり，正確にはCertifiedBCorporation（認定
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Bコーポレーション）を指す。サステナブル・ビジネスに対する認証であ

る。なお認証の対象となる企業は，わが国の会社法上の会社（法人）に限

定されておらず，組合（partnership），協同組合（for-profitcooperative），

有限責任事業組合（LLP:LimitedLiabilityPartnership）なども含まれ

る。

Bコーポレーションの目的はRedefinesuccessinbusiness（ビジネス

における成功を再定義すること）である。世界全体が多くの社会問題を抱

えており，政府やNPOだけでは問題に対峙しきれなくなっている昨今に

おいて，社会の企業に対する期待は，変わりつつある。従来のように株主

（構成員）利益の最大化だけを唯一の目的とするのではなく，企業は事業

活動を通じて環境やコミュニティ，従業員といった他のステークホルダー

に対する利益を生み出していくことが期待されている。

Bコーポレーションは，この企業の社会問題解決能力を信じ，株主（構

成員）だけではなくその他のステークホルダーに対しても等しく利益を生

み出すことを企業の成功と定義することで，企業の社会的役割を変革して

いこうとする試みである。

BLabは，Competefortheworld（世界のために競争する）というビ

ジョンを持っている。Bコーポレーションの認定は，このビジョンに共感

し，事業を通じて社会に貢献したい企業を応援するための仕組みだと言え

る。

� 認証取得の手続き

まずBLabが提供するBImpactAssessment6）で200スコア中80以

上を獲得する必要がある。アセスメントは，ガバナンス，従業員，コミュ

ニティ，環境という4つの分野に分けて当該企業のベネフィットへの取り

組みを評価するものである。この評価において重要なのは，アカウンタビ

リティ，透明性，そして独立した第三者機関が参加しているかどうかであ
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る。アセスメント内容は企業の規模や組織形態や地域などにより異なる。

このアセスメントを実施し，80スコア以上を獲得してBLabのレビュー

を受ける。ちなみにこのアセスメントを経営の指針として使っている企業

は4万社以上にのぼる。

アセスメントに加えてBコーポレーションになるには企業の定款をB

コーポレーションの理念に沿った形に変更する必要がある。具体的な変更

要件の詳細は企業の組織形態や州によって異なるが，定款の中にステーク

ホルダーの利益を配慮すること，ステークホルダーを従業員，コミュニティ，

環境，サプライヤー，顧客，株主と定義すること，すべてのステークホル

ダーを等しく扱うことなどを明記する必要がある。ただし，すでにベネフィッ

ト・コーポレーションである企業については，この手続きは必要ない。

� 認証の取得後

認証を取得してBコーポレーションになった後も企業はBコーポレー

ションの理念に基づくパフォーマンスを行うことを求められる。更に年会

費をBLabに支払う必要がある。年会費は年間売上により異なり，最低

は500ドル（年間売上499,999ドルまでの場合）で，最高は50,000ドルに

企業の組織形態によりプラスされた額（年間売上10億ドル以上の場合）

である。また年に2回，インパクト・リポート（ImpactReport）を提出

し，自社の環境・社会パフォーマンスを一般に公開する必要がある。

認証を維持するためには2年に1度，BImpactAssessmentを受け，

初回と同様に最低でも 200スコア中 80以上を取得する必要がある。B

ImpactAssessmentの内容は社会動向や世界のサステナビリティ基準の

更新などに伴い2年に1度改訂されるため，定期的にアセスメントを実施

することで自社の改善状況の把握のほかに，最新の社会動向や基準に沿っ

た事業展開ができているかどうか確認できる。また無作為抽出で選ばれた

場合（毎年，Bコーポレーションのうちの10％を認証評価のために選択
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している），サイト上で認証評価（CertificationEvaluation）を受ける

必要がある。

なおBAnalysticsというBコーポレーションを取得した企業がそれぞ

れのインパクト評価を提出，検討，分析ができるグローバルなオンライン・

プラットフォームがある。このデータは分析され，ベストプラクティス分

析，インパクト分析，トレンド分析などが行われる。インパクト投資家た

ち7）やファンドマネージャーが投資先決定に利用できるプラネットフォー

ムにもなっている。

� 国際化

BLabが今，注力しているのは国際化である。企業が果たすべき条件

の内容は，場所，規模，業績によってかわってくる。そこでBLab設立

当時，BImpactAssessmentは9バージョンだったが，度重なる改訂を

経て現在72バージョンを用意している。BImpactAssessmentは，学者，

企業家，投資家，思想家などからなる諮問委員会の助けを得て改訂してい

る。第1版と今年改訂した第5版の最大の違いは，第1版はアメリカ国内

の企業だけを対象にしていたことである。北米から南米へ，そしてヨーロッ

パへとムーブメントが国際化するにつれて，それぞれの国の地域性に合わ

せて微調整が必要になってきている。

2015年4月14日，BLabは，社会及び環境に対して好影響を与えた企

業を讃えて従業員，コミュニティ，環境の3点において上位10％の評価

を獲得した120社を選出し，公表した8）。120社の内訳は以下である。ア

メリカ73社（うちカリフォルニア州25社，ニューヨーク州7社，デラウェ

ア州0社）9），カナダ14社，ブラジル3社，グァテマラ1社，チリ3社，

ペルー1社，メキシコ2社，コロンビア2社，オーストラリア2社，ケニ

ア3社，アフガニスタン1社，イスラエル1社，トルコ1社，オランダ2

社，スペイン1社，韓国2社，台湾1社，香港1社。国別の数ではアメリ
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カが2番目のカナダを大きく引き離し過半数以上を占めるものの，南米，

ヨーロッパ，アジア等幅広い国から選出されている。

また2016年6月14日アクセス現在，50か国，130業種の1,767社がB

コーポレーションに認定されている。そのうちアメリカは，882社（カリ

フォルニア州234社，ニューヨーク州112社，デラウェア州1社），カナ

ダが156社である。またアジアでは，韓国10社，台湾9社，シンガポー

ル3社，香港1社，中国1社，モンゴル1社，フィリピン1社，日本2社

となっている。このように見てくるとすでにアメリカ以外の国が過半数を

超える状況になっている。アジアは若干出遅れているが，前述の2015B

CorpBestfortheWorldHonoreesにおいて企業が選出されている台湾

と韓国を中心にムーブメントが浸透しつつある10）。今年 3月 BCorp

AnnualASIAForumPOWERASIA201611）が台湾で開催された。

日本の2社は，いずれも今年になって認証を取得している12）。わが国初

の認証を取得したのは，群馬県桐生市の株式会社シルクウェーブ産業

（SilkwaveIndustriesCo.Ltd.）13）である。この会社は，今年3月に認証

を取得した。設立して8年になる会社で事業目的は，革新的新素材の研究

開発である。従業員数は不明である。この会社のホームページトップには，

「GoodLife 精一杯生きること大切な人との絆を大事にすること 独自

の視点により，世界中の人々に役立つ素材や原材料等を創造します。営利

のみを求めず，企業活動を通じてa.人財の有効かつ最適な活用 b.地域

経済への貢献 c.地域経済＆コミュニティーへ寄与し『世界全体の抱える

諸問題を解決する』という社会的役割を担っていきます」としている。

2社目は，今年5月に認証を取得した横浜市栄区にある石井造園株式会

社（IshiiZouenLandscapeCo.,Ltd.）14）である。この会社は設立約50年，

従業員 9名の会社である。 これまで ISO9001:2000認定， Central

ContractorRegistration（CCR）登録，横浜型地域貢献企業認定，神奈

川県子ども・子育て支援推進事業者認証など種々の認定等を受けている。
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ホームページによれば経営理念は「企業活動を通して，幸わせを共有する

企業を目指す」である。

BLabについてもBコーポレーションが国際化し，アメリカに限らず

世界に広まるにつれて地域ごと又は国ごとに非営利法人としてBコーポ

レーションのムーブメントを作るために発足し，Bコーポレーションを取

得した企業や組織のコミュニティづくりを行っている。現在ではBLab

Canada,BLabUK,BLabEurope,BLabAustralia&NewZealand,

SistemaB（SouthAmerica）,IEA-SocialBusinessSchool（Portugal

andPortuguese-speakingcountriesinAfrica）がある。前述の2015B

CorpBestfortheWorldHonoreesにイギリスからは1社も選出されて

いなかったが，昨年夏にBLabUKが発足し，6月14日アクセス現在に

は63社がBコーポレーションの認証を取得している。

わが国においてもBLabJapanの設立準備がなされているようである。

前述の株式会社シルクウェーブ産業のホームページによると非営利法人B

ラボジャパン設立準備委員会にて設立準備中となっている。また註3）の

槌屋氏の説明資料においてもImpactHUBTokyo内の起業家たち・社内

起業家たちの間で，Bコーポレーション取得や「GoodCompanyになる

こと」に興味がある人たちを募り，BLabを日本で作る方向で動き始め

ているとしている。BLabUKが発足するために60社が必要だったとい

われており15），BLabJapanを設立するのにはBコーポレーションの認

証取得に関心のある企業を数十社集める必要がある。BLabJapanを設

立することにより日本の法律や慣習を踏まえたBImpactAssessmentを

作成することができることになる。

� 認定企業の規模

Bコーポレーション認定を受けている有名な企業には，アウトドア・ア

パレル大手の Patagonia，アイスクリームの Ben&Jerry・s（後述の
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Unilever傘下），ハンドメイド商品の通販を手がけるEsty（2015年4月

ナスダック上場）などがある。また，サステナビリティ分野の先進企業と

して知られるブラジルの上場企業である化粧品メーカーNaturaCosmm�e-

ticosも認定企業である。このようにBコーポレーションになっている有

名企業もあるが，実際には中小企業やスタートアップ企業が認証を取得し

ていることが多い。

このことは前述の2015BCorpBestfortheWorldHonorees120社の

内訳を見ても明らかである。つまり従業員が 1～9名の会社（Micro-

Enterprises）43社，従業員が10～49名の企業（SmallBusinesses）36

社，従業員が0名の企業（SoleProprietors）が25社，従業員が50名以

上の企業（MidsizeBusinesses）が 15社となっており，従業員が 1～9

名の企業が35.5％を占めている。前述の石井造園株式会社も従業員が9名

でまさしくこの規模の企業である。また驚くべきは従業員0名の企業が

20.8％にものぼることである。

しかしながら世界に名だたる多国籍企業からもBコーポレーションが

注目されはじめている。2015年1月末に開催されたダヴォス会議（世界

経済フォーラム（WEF）の年次総会）においてUnilever（ユニリーバ）

のCEOPaulPolmanは，UnileverがBコーポレーションの認証取得を

考えていることを公にして注目を集めた16）。多国籍企業は，その規模の大

きさや複雑性のため認証の取得が困難である。そのため多国籍企業がB

コーポレーションの認証を取得するための基準をつくる必要がある。B

Labは，その基準を作成するため，MultinationalsandPublicMarkets

AdvisoryCouncil（MPMAC）という委員会を立ち上げた。2015年9月

24日BLabUK発足によせたメッセージにおいてUnileverのCEOPaul

Polmanは，MPMACにUnileverが参加すること考えていることを公に

した17）。

またフランス食品大手のDanone（ダノン）は，2015年12月17日B
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Labと上場企業や多国籍企業など大手企業によるBコーポレーション認

証取得の拡大を目的として，オープンソース型の提携に合意したと発表し

た18）。具体的な内容は以下の5つである。①Danoneが2001年に開始した

サステナビリティ測定プログラム「DanoneWay」から得た教訓をBLab

と共有する。②BLabと共に現行のBコーポレーション認証テストの通

過に向けて多種多様な規模，事業を展開するDanone子会社10社の共同

選抜を実施する。この結果は事業慣行の改善やBImpactAssessmentの

改訂に役立てられる予定である。③BLab内に設置されたMPMACによ

り開発される多国籍企業向け新基準のβ版テスト運用のパートナーとなる。

④BLabの認証業務をより良く展開するためにいくつかのヨーロッパ裁

判管轄におけるBLabの法律業務を支援する。⑤今回の提携にともない

Danoneのエクゼクティブ・ディレクター兼チーフ・マニフェスト・カタ

リストのLornaDavisをBLabEurope委員会のメンバーに指名する。

3 アメリカ法

ベネフィット・コーポレーションは，会社法の特則として規定されてい

る。そしてアメリカの会社法は，わが国のように一つだけではない。そこ

でまずアメリカの会社法について概観する。 ここにいう会社

（Corporation）は，わが国の株式会社に類似する。アメリカで初めてベ

ネフィット・コーポレーションを法定したメリーランド州では，そのほか

にわが国の合同会社に類似するLLC（LimitedLiabilityCompany）に

ついても同様の規定を導入した。Bコーポレーションの認定対象となる企

業にはLLCも含まれている。そこで次にLLC法についても概観するこ

ととする。
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連邦制を採用しているアメリカの会社法は連邦法ではなく州法である。

アメリカでは会社を設立する場合，本社を置く州と異なる州を設立する州

として選択することができる。裁判所は，特定の会社に係る基本的な権利

義務の内容を判断するに際しては，当該会社が設立された州の法律を参照

するのが原則（internalaffairsdoctrine）である。アメリカにおいて会社

法の発展に極めて重要な役割を果たしているのは，デラウェア会社法であ

る20）。なぜなら上場会社の半数以上（Fortune500の64％を含む）がデラ

ウェア州で設立されているからである。ここにいうデラウェア会社法とは，

デラウェア法典（DelawareCode）の第 8法人（Title8.Corporation）

の第1編をなす一般法人法（Chapter1.GeneralCorporationLaw）の

ことである。一般法人法には会社のほか非営利法人・非株式法人にも適用

があり，後者のみに適用のある若干の規定をも含むが主たる適用対象は会

社であるため，わが国では会社法と訳されている21）。

またデラウェア会社法に次いで大きな役割を果たしているのがMBCA

（ModelBusinessCorporationAct）である。MBCAは，各州会社法改

訂の指針として利用されることを目的にアメリカ法律家協会（ABA:

AmericanBarAssociation）が作成したものである。MBCAは模範法典

であり，それ自体は法規範としての拘束力は持たないが現在約35の州が

MBCAを基にした会社法を施行しているため，各州で異なるアメリカ会

社法の共通項を理解するにあたり有効な資料を提供する。

その他に重要な会社法としては，カリフォルニア会社法とニューヨーク

会社法があげられる。カリフォルニア州の場合は，カリフォルニア法人法

典（CaliforniaCorporationsCode）第1法人（Title1Corporations）の

第1編（Division1）GeneralCorporationLaw（一般法人法）が実質上，

会社法にあたる22）。ニューヨーク州の場合には，事業会社法（Business
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CorporationLaw）が会社法にあたる23）。

なお会社（Corporation）は，日本の会社法上の株式会社に類似してい

る。したがってアメリカの会社法という場合，それは株式会社に関する規

定を主として指しているといってよかろう。

� LLC（LimitedLiabilityCompany）

LLCは1990年代後半以降，利用頻度が高まった新しい組織形態である。

出資者の有限責任とパススルー課税の双方の性格を併せ持つ形態として創

設された。全米最初のLLC法は，ワイオミング州にて1977年に制定さ

れたが，連邦所得税の取扱いが不明であったため，他の州は導入に消極的

であった。しかし1988年に内国歳入庁（InternationalRevenueService）

がLLCに対してパススルー課税の適用を認めると，各州にてLLC法の

制定が相次ぎ，1996年末までに全州で制定された。各州におけるLLC法

の発展を踏まえ，その統一法となることを目的として1996年に統一州法

委員全国会議（NCCUSL:NationalConferenceofCommissionerson

UniformStateLaws）が模範法典である統一LLC法（UniformLimited

LiabilityCompanyAct「ULLCA」）を提唱した。ULLCAの採用州は必

ずしも多くはないがULLCAの規定は州のLLC立法の内容をおおむね代

表するものであると考えられる24）。

デラウェア州は，デラウェア法典第6商業及び取引（Title6Commerce

andTrade）第18編LimitedLiabilityCompanyAct，カリフォルニア

州は，カリフォルニア法人法典Title2.5LimitedLiabilityCompanies，

Title2.6CaliforniaRevisedUniformLimitedLiabilityCompaniesAct

（2014年 1月 1日施行）， ニューヨーク州は， New YorkLimited

CompanyLawに規定している。

わが国の平成17年会社法において創設された合同会社は，このLLC

を念頭においたものであるが，LLCと異なり，税制上のメリットはない
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（パススルー課税にはなっていない）。

� 総 説

BLabは，Bコーポレーションの認証の他にベネフィット・コーポレー

ションを自治体で導入してもらうためのロビー活動をしている。これはB

Labの創設者が経営者だったころに営利目的の株式会社である以上，株

主の利益を優先しなければならないという法律上の制限が足かせになった

という経験から，新しい企業形態には法律の保護が必要であると考えたこ

とによる。アメリカでは，6月14日現在すでに31の州とDCで立法化さ

れ，7州で審議中である。前述のデラウェア州，カリフォルニア州，ニュー

ヨーク州においてもすでに立法化されている。

ただしデラウェア州，ニューヨーク州では前述の会社法に規定されてい

るが26），カリフォルニア州では，実質上の会社法にあたる第1編ではなく

第3編CorporationsforSpecificPurposes（特定の目的のための法人）

のpart.13BenefitCorporationsに規定している。ベネフィット・コー

ポレーションは特則が設けられている場合を除き，原則として各州の会社

法が適用される。

また MBCAについては， アメリカ法律家協会の会社法委員会

（CorporateLawsCommittee）が，BenefitCorporationWhitePaper27）

というベネフィット・コーポレーションの白書を公表しており，その中に

付録Aとして18章PublicBenefitCorporationという模範規定（model

provisions）を収録している。

最初に立法化されたのは，メリーランド（Maryland）州であり，B

Labは，新たな立法をする場合の基礎としてモデル法案（modellegisla-

tion）を推奨しているので，以下では，メリーランド州における立法化の
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経緯とモデル法案の内容につき概観することとする。

なお，ベネフィット・コーポレーションは，アメリカ各州のほか，2015

年12月にイタリアでも立法化されている。

� メリーランド州

2009年11月BLabの主要な支持者であるJim Epsteinは，メリーラ

ンド州の上院議員JamieRaskinにワシントンで行われた投資サークルの

イベントでBLabを紹介した。Raskin議員は，より幅広いビジネスの裁

量ある会社を作るというコンセプトに感銘を受け，即座に新しい法案の立

案をサポートし，利益に加えて社会的な責任ある目的を追求することがで

きる「ベネフィット・コーポレーション」という新たな法人形態の創造が

正式に着手された28）。

このメリーランド州の法案は BLab及び法律事務所 DrinkerBiddle

andReathLLPのパートナーである William H.Clark,Jr.により共同

立案された29）。法案は，2010年4月13日州知事の裁可・署名を得て制定

された30）。ベネフィット・コーポレーションは，Corporationsand

Associationの第5SpecialTypesofCorporations（法人の特別な形態）

の6c章にBenefitCorporationsというタイトルで規定されており，2012

年 6月 1日に施行された。SenateBill69031）（上院審議中法案）及び

HouseBill100932）（下院審議中法案）には，修正箇所が記載されており，

当初は，BenefitCorporationではなく，B（forbenefit）Corporation

という表現を使用していた。

またメリーランド州では，LLCについてもベネフィット・コーポレー

ション（BenefitLLC）を導入した。この法案（SenateBill59533）,House

Bill115134））は，2011年 5月 19日州知事の裁可・署名を得て制定され

た35）。ベネフィット・LLCについては，CorporationandAssociations

のTitle4aLimitedLiabilityCompanyAct第12章にBenefitLimited
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LiabilityCompaniesというタイトルで規定されており，2013年10月1

日に施行された。

6月14日アクセス現在，BLabの把握しているメリーランド州のベネ

フィット・コーポレーションは，71社でそのうち32社がLLCである。

BLabは，新たな立法をする場合の基礎としてモデル法案を利用する

ことを推奨している。BLabは，前述の法律事務所Drinker,Biddle&

ReathLLPのプロボノ弁護士と共に各州にあう立案をすることが可能で

あるとする。

モデル法案は，会社の目的，アカウンタビリティ，透明性に分けて規定

されている。ベネフィット・コーポレーションを設立するには，定款にベ

ネフィット・コーポレーションであることを記載しなければならない

（§103）。また既存の会社がベネフィット・コーポレーションになる場合

は，定款を変更してベネフィット・コーポレーションである旨を記載しな

ければならない（§104�）。この定款の変更には，最低数の賛成を必要と

する。最低数の賛成とは，投票する権限を与えられた各種類又は各組のす

べての株主が有する議決権の3分の2である（§102）。

会社は，generalpublicbenefitを作り出す目的を有するものとする

（§201�）。generalpublicbenefitとは，全体として独立の第三者機関

によって査定される社会及び環境に関する具体的で積極的なインパクトで

ある（§102）。定款には，1つ又はそれ以上の任意の特定なspecificpub-

licbenefitを記載しなければならない。specificpublicbenefitには，以

下のものが含まれる。�低所得又は行政サービスを十分に受けられていな

い個人やコミュニティに物やサービスを与えること，�仕事につけない個

人やコミュニティのために経済的な機会をつくる，�環境保護や環境回復，

�ヒューマン・ヘルスの改善，�芸術，科学の促進又は学問の促進，�社
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会や環境のためになる目的をもった法人へ資本の流れを増やすこと，�社

会や環境に関する特定のbenefitを与えること。

アカウンタビリティに関しては，まず取締役の行為基準や執行役（offi-

cer）の行為基準について規定されている（��301,303）。例えば取締役の

行為基準については，株主の利益の他に以下の利益等を考慮するものとす

る。�会社，子会社及びサプライヤーの従業員及び労働，�顧客，�コミュ

ニティ及び社会的要因，�環境。その他にBenefit取締役やBenefit執行

役を置くことができる（��302,304）
37）ことなどが規定されている。

透明性に関しては，毎年BenefitReportを作成しなければならないと

する（§401）。しかしながらBenefitReportは，第三者によって監査さ

れたり，認定される必要はないものとする（§401�）。

アメリカの会社法において重要な役割を有しているデラウェア州は，こ

のモデル法案とは，かなり異なる内容となっている。例えばBenefit取締

役やBenefit執行役の規定を採用していない。これは本稿でとりあげた

MBCA，メリーランド州，カリフォルニア州，ニューヨーク州でも同様

である。またBenefitReportの作成は2年に1度である。

5 Bコーポレーションとベネフィット・コーポレーション

の区別

Bコーポレーションは，民間団体による認証制度である一方で，ベネフィッ

ト・コーポレーションは，アメリカ各州法に基づく法人制度であり，両者

の仕組みは区別される。つまりBコーポレーションは，世界中の企業が

認証を取得することができるが，ベネフィット・コーポレーションは，そ

のような法人制度がない州（国）では，なることができない。

またBコーポレーションは，マーケティング支援や資金調達，BLab

コミュニティへの参加などBLabのサポートサービスを受けられる。
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Bコーポレーションは，顧客・従業員・地域住民など投資家以外のステー

クホルダーを取り扱い，ベネフィット・コーポレーションは，投資家とい

うステークホルダーを取り扱うと考えると両者をうまく整理することがで

きる38）。

PatagoniaのようにBコーポレーションであってベネフィット・コー

ポレーションでもある企業も多い。Bコーポレーションの認証を得ないと

ベネフィット・コーポレーションの登記ができないわけでなはなく，逆も

同様である。現状，ベネフィット・コーポレーションの3分の1がBコー

ポレーションの認証を取得している39）。Bコーポレーションを取得・更新

する際にBImpactAssessmentという評価プロセスを行うが，それがそ

のままBenefitReportのフォーマットになる。その業務効率の観点でも

Bコーポレーションを取得しているベネフィット・コーポレーションが多

い。もちろんBコーポレーションの認証を取った次のステップとしてベ

ネフィット・コーポレーションに移行する企業もたくさんある。

わが国において会社法研究する場合に参照されるカリフォルニア州がア

メリカの中で一番Bコーポレーションの認証にせよ，ベネフィット・コー

ポレーションにせよ活動が盛んである。カリフォルニア州のBコーポレー

ションの数が234社なのに対し，BLabが把握しているベネフィット・

コーポレーションの数は6月14日アクセス現在284社でそのうち約3分

の1の90社がBコーポレーションの認証を取得している。この数は，ま

さに上述したことがあてはまる。

カリフォルニア州と対照的なのはデラウェア州である。Bコーポレーショ

ンが1社しかなく，BLabが把握しているベネフィット・コーポレーショ

ンの数は6月14日アクセス現在42社であり，Bコーポレーションの認証

は取得していない。カリフォルニア州と比較すると，Bコーポレーション

とベネフィット・コーポレーションの数や割合が大きく異なっている。こ

れはどのような理由によるものであろうか。デラウェア州の会社がこのよ
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うな活動に熱心とはいえないことは数からみても明らかである。デラウェ

ア州でBコーポレーションの認証を取得している唯一の会社は，詳しい

ことは不明であるが2012年に設立した会社で家族経営をしており，地元

に根ざした経営を強調しているところから比較的小規模の会社であろうと

思われる。そうであればBコーポレーションの認証を取得する多くの会

社と同様のタイプである。それに対して上場会社の半数以上がデラウェア

州で設立されていることを考えるとBコーポレーションの認証を取得す

るのが難しい規模の会社が多いことが理由の一つとして考えられる。また

デラウェア州のベネフィット・コーポレーションに関する規定がモデル法

案と異なってBenefitReportの作成が2年に1度であることなどを考え

るとBコーポレーションの認証取得と比較してベネフィット・コーポレー

ションになることの方が容易であることも理由となっているのであろうか。

6 おわりに

アメリカでは，労働人口の半数以上を占めるミレニアル世代（80年代

前半から2000年前後生まれの世代）は，仕事に金銭だけではない意味や

意義を求めるという調査結果がでている。働くならばBコーポレーショ

ン又はベネフィット・コーポレーションがいいというミレニアルが実際多

いといわれる。Bコーポレーション又はベネフィット・コーポレーション

の銀行にお金を預け，Bコーポレーション又はベネフィット・コーポレー

ションの店で買い物や食事をするというライフスタイルが今や可能になっ

た40）。

わが国においても今年，Bコーポレーションに認定された企業が初めて

現れた。わが国も上述のような状況になるのか今後の動向を調べるために

も認証を取得した企業や現在アセスメント中の会社にインタビューを行う

予定である。
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またわが国では，ベネフィット（Benefit）を公益と訳すことが多いが，

ベネフィットという言葉の持つ意味を既存の会社制度との関連で考察する

必要がある。

BLabの提示するモデル法案は，アメリカで重要視されている会社法

において必ずしも同じ内容が採用されているわけではない。本稿では，B

コーポレーションとベネフィット・コーポレーションの全体的な理解に重

点をおいたため内容の詳しい検討や比較ができなかった。今後の課題とし

たい。

1） http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sansei/kaseguchikara/p

df/report01＿01＿00.pdf15頁。

2） http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sansei/service＿jigyo/pd

f/report01＿01＿00.pdf

3） 地域を支えるサービス事業主体のあり方に関する研究会第4回会議（平成

28年1月22日）資料5 株式会社HubTokyo 槌屋詩野代表取締役説明資

料「BCorp及びBenefitCorporation，並びに新法人制度・認証制度の日本

での実施に関して（ソーシャルビジネス事業者，及び起業家コミュニティ

ImpactHUB Tokyoの視点から）」 http://www.meti.go.jp/committee/

kenkyukai/sansei/service＿gijyo/pdf/004＿05.00.pdf

佐久間裕美子「WHYBE・B・？ B-Corpという挑戦 ミッションは「利益」

に優先するのか？」wiredvol.23（2016年）47頁以下。

4） 現在，研究者の書いた文献は殆どないが経営学者の文献として以下がある。

藤原隆信「社会的企業の形態とベネフィット・コーポレーション」京都経済短

期大学論集20巻特別号（2013年）127頁以下。藤原隆信「市民社会の論理と

公益企業（BenefitCorporation）：営利（Profit）と非営利（Non-Profit）を

超えて」比較経営研究38号（2014年）30頁以下。

また，研究者の書いた文献ではないもので，本稿で参考にした日本語の文献

としては以下がある。
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は じ め に

社会科学は体制の科学であり，反体制の科学でもある。さらに言うなら

ば私たちが営む社会を構築し，これを支配している秩序を探り，この秩序

に合理的な説明がつけられる知の体系（理論）である。こうして旧来の体

制を改良・改革し，あるべき社会を標榜して，人類の幸せに繋げる研究の

ことである。

（企業）会計は，利潤や資本の測定ならびにその管理を中心とする計算

秩序であって，測定された企業利潤や資本は社会的に認知・制度づけられ

た経済量である。よって，物的自然量のような絶対的尺度ではない。この

経済量の会計的測定には一定の社会的ルールがなければならず，これが会

計上のConvention（共通する行為に対する社会の無言の同意）と言われるも

の1）である。

ギリシャ・ローマに源を発した簿記・会計の歴史を19世紀末に至るま

で綴ったA.C.Littletonは，その名著AccountingEvolutionto1900の
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会計学はこの惑星を救えるか？

グリーソン・ホワイトに応えて

三代川 正 秀



なかで，会計技法の新しい芽は時代の必要に迫られて生まれ，その環境に

即した考案と工夫の上に成長してきた，と結んでいる2）。このリトルトン

の会計史観を踏み台に会計の社会的役立ちに着目したジェーン・グリーソ

ン・ホワイト著（川添節子訳）『バランスシートで読みとく世界経済史』（日

経BP社2014.12）があり，筆者は本紀要104号「フラ・ルカ・パチョーリ

巡礼」でこの著作を紹介した。国家の豊かさの尺度が国富論GDPから幸

福論GNHへ移行するなか，「会計はこの惑星を救えるか」と地球の将来

を会計に託したグリーソン・ホワイトの問に対する筆者の回答が本稿であ

る。

Ⅰ 科学的管理法の発展（原価計算）

ウェルナー・ゾンバルト（1863�1941）の言葉を借りれば，資本主義の発

達と複式簿記は車の両輪のように互いに作用して近代社会を構築してきた。

この精神構造の啓蒙と近代科学技術の発展がなければ今日の豊かさや便利

な社会は生まれてこなかった。

「会計の祖」ルカ・パチョーリ以来の簿記・会計の歴史を資本主義の発

展に結びつけて綴ったジェーン・グリーソン・ホワイトは次のように述べ

ている3）。

英国ヴィクトリア時代に「株式会社」が発生し，これが法制化される過

程で会計技法が進化してきた。例えば「法人格」を備える会社とは，配当

の源泉となる収益を継続的に生み出す事業体であり，ヴェネツィアの商人

（自然人）が行っていたような取引ごとに損益を清算し，資本を分配した投

機的な事業体とは異なっていた。この他，原価計算だとか，有限責任，減

価償却という概念が生まれ，公的な監査という手続きも要求されるように

なった。

このうち，Doubleentryと同じく古い歴史のある「原価計算」につい
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てまず言及しておきたい。完成度の高い工業会計はアントワープのクリス

トファー・プランタン印刷工房（現在のプランタン・モレトウス博物館）にお

ける原価計算（1563�1567）に始まる。それまでの工業会計はフローレンス

地方の織物業のように職人への外注費の集計程度のものであったが，プラ

ンタン（の工業会計）は複式簿記と結びつけた製品ロット別の組別原価計

算であった。次いで 18世紀後半，イギリス製陶業の雄 JosiahWedg-

woodの製造間接費を意識した経営管理用具としての原価計算が生まれる。

アメリカでは大西部の必需品であった拳銃やライフル銃に関わる汎用部

品を融通する「標準化」に始まり，F.W.テイラー（1856�1915）に至って

は，人件費，原料費，労働時間，予算を正確に把握して，部品の標準化，

分業，組立ラインの効率最適化を進めた。

翻って，この国では維新後，洋式工業技術の移入に伴い，その製造現場

のお雇い外国人技術者らによって洋式簿記が実践されてきた。本格的工業

簿記教科書『製造所簿記教科書 全』が早くも明治20年（1887）に刊行

されている4）。

近代的な工業化を求めて諸外国にいち早く追いつき，特にイギリスの紡

績工業との国際的価格競争に打ち勝つために原価計算制度を競って採り入

れた。日中戦争が勃発すると原価計算は陸海軍の「軍需品工場原価計算準

則」に代表される異常な発達を成し遂げ，「軍需品と原価計算」を著述し

た本間正夫氏はその冒頭で次のように述べている。

軍が必要とする大量の軍需品の調弁により物価が高騰したことから，

当時の政府が政策としていた低物価主義に対応するため，軍需企業に

原価計算を強制し，それに基づく原価データに一定の利潤率あるいは

利益額という適正利潤を加算する原価加算契約方式により，生産力を

拡充しつつ軍需品の価格を低下させることを目指していた5）。このた

め陸軍及び海軍では，主に在京の会計学者を嘱託といった形でそれぞ
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れ囲い込み，必要な原価計算規程等の作成を委託し，あるいは支援を

行わせていた6）。

戦後はこの計算制度をベースに財務報告目的を主眼とする「原価計算基

準」（大蔵省企業会計審議会1962年）ができ上がり，世界の生産性をリード

してきたこの国産業界のスタンダードとなった。会計はその後統計的な分

析手法に接近し，「財務諸表の読み方」としての各種の財務分析技法を考

案，損益分岐点分析，生産性分析，そして金融工学を駆使するリスク分析

とそのテリトリーを広げてきた。

Ⅱ 国民経済計算（社会会計）

国民経済を会計の視点から把握するアプローチは1930年代の不況期の

ころから広まり，サイモン・クズネッツ（1901�1985）ら国民経済学者が会

計学者と協働し，アメリカの全体経済（貯蓄・消費・投資）を測定する方法

を開発した。

この構想は所得及び資本についての経済学的概念を，複式簿記原理，会

計単位や計算期間の概念，継続性原則などの会計原則によって組み立て，

マクロ経済計算のための新しい会計システムを構築した。これが国民総生

産（GrossDomesticProduct）に代表される「国民経済計算（National

EconomicAccount）」である。GDPは一国の一定期間に生産された財およ

びサービスの総額（企業会計の「付加価値」に相当する）である。その後この

概念が国家の裕福度として世界中で語られるようになり，一種の GDP

fetishism（偶像崇拝）となっていった7）。

ドイツのメルケル首相が大量の難民を受け入れようとする最近の言動に，

また安倍政権がGDP600兆円を目標とする発言にこのフェチは如実に表

れ，前者は労働人口減少を食い止めて現状のGDPを確保したいとする意
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図が，また後者は強靭な経済大国を目指す目標に，結果はともにCO2排

出量を増加させることに他ならないのだが。

この市場経済を前提になされるGDPなどの経済計算からは捕捉できな

い資源の世界的枯渇や地球温暖化，大気汚染による健康被害，干ばつや氷

河の融解，海面上昇，自然の美しさ，個人の美徳，国への忠誠心などは考

慮（計測）されず，国の繁栄尺度として疑問であることが問題とされるよ

うになってきた8）。

そこで，最近国連は従来の国民所得勘定，投入産出表，資金循環勘定，

国民貸借対照表からなる経済勘定システム（System ofNationAccounts,

SNA）に環境勘定を組み込んだ環境・経済統合勘定システム（Systemfor

IntegratedEnvironmentalandEconomicAccounting,SEEA）を公表し，国

民福祉（welfare）の国際比較計算を行うようになった9）。

Ⅲ 国富論から幸福論へ

近代国家がこぞってGDPないしはGNP指数を自国の豊かさとしてき

たなか，ブータン王国は「国民総幸福」（GNH:GrossNationalHappiness）

を掲げている。近代国家が統計局を駆使して集計するような各種の統計資

料に欠けていたブータンは，ときの第四代国王ジグメ・シンゲ・ワンチュ

ク（1972�2006）が国民の「満足度（Contentedness）」に着目して1972年に

考案し，75年にこれを「幸福（Happiness）」とネーミングした10）。これは

国勢調査時に人々の精神的・感情的幸福（spiritualandemotionalwell-

being）を対面調査で集計し，経済的繁栄（economicprosperity）という計

測可能な量的目標に加えて，計測できない三つの目標，すなわち環境保全

（environmentalpreservation），文化促進（culturalpromotion），良い統治

（goodgovernance）をブータンの政策に反映しようとするものである。

会計は客観的経済尺度に基づいて，会計単位（企業，国家，家計など）が
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置かれている状況を測定し，勘定（要素別）に分類，集計して，再統合を

経て比較秤量するものであるから，GNHのような「心情」の評価はでき

ない。このことはグリーソン・ホワイトも了解している。すなわち，「数

量による表現は，言語表現ではなかなか実現できないことを可能にする。

人間の楽観的な考えを否定し，より効果的な考察を生み出す」11）と，この

経済量の計測を前提とする「会計とは，好むと好まざるとにかかわらず，

私たちがこの地球上の貴重な資源をどのように使っているかを測る方法で

あり，21世紀の社会が機能し，発展するために欠かせないものだ」12）とい

う。人間が作った資産の価値は減価償却などを通じてGDPに反映される

のに，原材料として，あるいは水質浄化，廃棄物の分解，土壌管理，ハチ

の受粉活動，有害生物の駆除，地域や地球の気候調節を通じて，市場経済

にモノやサービスを提供しているにもかかわらず，経済活動の結果，消耗

したこれらの天然資源はGDPに反映されてこなかった。

奇異に思える「受粉活動」についてグリーソン・ホワイトは「ミツバチ

の受粉活動は，ハチミツそのものの60倍から100倍の価値がある。ブルー

ベリーの受粉をするハチは，一匹で生涯に4ガロンから5ガロン分のブルー

ベリーの受粉を行う。農家から見れば，ハチは，空飛ぶ50ドル札なのだ」

と指摘して，こうした活動はGDPに含まれていない。無料だと思われて

いるからだ。…「自然の提供するサービスは無料ではない。これらを失う

ことになれば，隠れたコストとなって将来はね返ってくる」13）とまで言う。

人の幸せを測定するには国民経済計算は何の役にも立たず，現在この地

球上の，人類の持続可能性と気候変動の問題の大きさを考えれば，環境の

コストを簿外にしておく余裕はない14）。こうした環境の価値が経済発展に

貢献していることに多くの経済学者が気付き始めたとグリーソン・ホワイ

トは言う。この解決手段として「会計」を名指ししたのである。

2010年3月に成立した米国国民健康保険法5605条で（従来のGDP指標

とは異なる）教育，医療を中心とした社会保障や温暖化防止，個人が感じ
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ている各自の幸福度（心の豊かさ）に関する主要全国指数システムKNIS

（KeyNationalIndicatorsSystem）の開発を定めた15）。またEUでは「2020

年戦略（Europe2020）」を掲げ，大学卒業者の比率向上，温室効果ガスの

削減，64歳までの就業率向上，貧困者絶対数の削減など5大目標（各数値

目標あり）を定めて，EU委員会が欧州理事会と欧州議会に「GDPは有益

だが，それに環境保全と社会進歩の指標で補完する」と主張する「GDP

を超えて（GDPandbeyond:Measuringprogressinachangingworld）」を

提案（2009年8月20日）した16）。

このように量より質の時代へ，国富論（GDP）から幸福論（Happiness）

へと，新指標を開発するのは，国全体の経済規模の量的拡大よりも健康，

教育，環境などの状況を計測し，非GDP指標の数値を引き上げることが

（政策の目標として）重要だと考えたからである17）。

他方企業情報の提供拡大（財務会計領域）が，営業報告書や有価証券報

告書（米国では10K�Form），そして会社法に基づく「事業報告」，あるい

は海外向けAnnualReportや環境報告書，CSR報告書などに拡大するこ

とで，企業を取り巻くIR（InvestorRelations）を重視してきた。これらの

データの中心は財務情報であったが，最近は非財務情報の重要性が増して

いる。株主の関心事がROE（自己資本利益率）からESG（Environment環

境，Social対境，Governance統治）の開示に移行してきたのは当座の企業

存続ではなくして，当該企業の持続可能性を予測する情報にシフトしたか

らである。

特に重要な関心事は「気候変動にかかわる情報」の開示である。米国の

SEC（証券取引委員会）は2010年1月に気候変動に関する解釈ガイダンス

（interpretiveguidance）を公表し，10K�Form提出企業の財務報告に気象

変動関連のリスク情報開示を明確にした。そのガイダンスでは，特に①現

行の気象変動関連規制に関する重要な影響，②気候変動関連の国際的合意

や条約が事業活動に与える重要なリスク・効果，③気候変動関連の法的・
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技術的・政治的・科学的な事業環境の変化がもたらす機会・リスク（例え

ば温室効果ガス排出量の多寡による製品市場の縮小・拡大などの規制リスクや事業

トレンドの変化による間接的影響），④気候変動の物理的な影響などを記載事

項として例示している18）。

Ⅳ カーボン付加価値計算の会計的考察（環境会計）

先の会計的指標 ROE（自己資本利益率）は資本制社会の効率性（effi-

ciency）を示す概念として親しく使われてきた。この指標は組織の現況を

測定するツールとなり，その妥当性や信頼性（reliability）が高い19）。

これに負けずとも劣らない価値創造の概念に「付加価値」がある。筆者

は「環境会計」には懐疑的であるが，この概念と結びつけて企業が排出し

た二酸化炭素にかかわる「環境（報告）会計」を2009年に構想20）した。

環境に対する企業努力と成果は（自然環境へ排出した二酸化炭素量と社会貢

献量としての付加価値額の対応にあると仮定して），物量（排出ton-CO2）表示

される二酸化炭素は自然環境へのマイナスのインパクトであり，金額測定

した付加価値額は企業が稼得した社会環境へのプラスのインパクトである

ことから，これを対比することで，企業活動が環境に如何に反映している

かを判断（環境効率）できる。

次の算式に基づいて二酸化炭素の生産性分析（productivityanalysis）を

おこなった。この構造（式）は付加価値率とカーボン回転率に分解できる

ことから，各種の効率性を分析出来る。
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自己資本利益率
（returnonequity）

＝ 売上高純利益率× 総資本回転率 × 財務レバレッジ



1） 付加価値率は企業の産み出した創造価値額の総取引高（総収入ない

し総売上高）比率である。この比率が高ければ，それだけ効率のよい収益

を上げ，産み出した付加価値による社会配分（人件費，配当，租税など）な

いしは社会貢献の高いことが示される。

2） カーボン回転率は排出二酸化炭素のトン当たり（ton-CO2）の総取

引高（売上高）を貨幣表示したもので，排出量の効率性ないしは二酸化炭

素の生産性を示している。カーボン回転率を企業ごとに対比すると二酸化

炭素排出にかかわる企業努力がカーボン当たりの生産性として反映し，有

効な指数となる。この比率を環境効率として表示する社会責任（CSR）報

告書は多い。

3） 二酸化炭素生産性は上記のカーボン回転率に付加価値率を乗じた係

数である。これは1トン当たりの付加価値額で表示される。この金額数値

の高い企業ほど二酸化炭素の消費効率が高く，かつ環境にやさしいことに

なる。多くの企業がカーボン回転率を環境効率とするなかで，日本特殊陶

業のCSRはこの比率を採用していた。

各社が公表する付加価値計算書（出典：EDINET）から導いた付加価値

額と二酸化炭素排出量（出典：経済産業省「環境報告書プラザ」）との対比に

よる環境格付け指標を考察したことで，このような簿記機構を前提とする

「環境会計」が可能となった。

なお，4）最近産業界ではROE（自己資本当期利益率）がカーボン債務

（削減費用）によってどのぐらい影響を受けるかの指標（カーボンROE）を

構想している。
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日本を代表する自動車産業（図表1）の雄トヨタ自動車は売上高12兆円，

税引後の利益1兆5,800億円，その産み出した新たな価値は2兆4,300億

円，年間排出二酸化炭素量は136万トンで，これを先ほどの算式を使い，

カーボン回転率，付加価値率，二酸化炭素生産性を計算してみた。二酸化

炭素生産性の金額が高ければ高いほど，CO2を排出しても社会に与えるプ

ラスの価値を多く産み出したこととなり，トヨタの場合は，1トン当たり

1,787千円の付加価値となる。同様に本田技研は509千円，いすゞ自動車

が669千円であった。
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図表1 自動車産業

企 業 名
売上高

（百万円）

税引前利益

（百万円）

付加価値額

（百万円）

二酸化

炭素量（t）

カーボン

回転率（円）

付 加

価値率

二酸化炭素

生産性（円）

トヨタ自動車 12,079,246 1,580,626 2,431,552 1,360,000 8,881,812 20％ 1,787,906

本田技研工業 4,088,029 353,385 679,140 464,000 8,810,407 17％ 1,463,664

日産自動車 3,923,280 304,253 633,230 3,920,000 1,000,837 16％ 161,538

マツダ 2,464,229 80,893 221,860 1,474,000 1,671,792 9％ 150,516

スズキ 2,031,639 62,726 153,809 302,000 6,727,287 8％ 509,301

三菱自動車 1,903,527 20,746 127,109 334,000 5,699,183 7％ 380,566

日野自動車 1,034,155 12,039 115,144 209,000 4,948,110 11％ 550,928

いすゞ自動車 1,027,349 46,856 126,901 184,129 5,578,507 12％ 689,196

富士重工業 1,018,820 4,065 97,991 226,549 4,497,129 10％ 432,538

図表2 売上高の順

ソニー 4,513,121 534,482 738,682 1,824,000 2,474,298 16％ 404,979

デンソー 2,478,029 183,543 594,487 1,410,000 1,757,467 24％ 421,622

日本電気 2,352,622 2,049 255,378 1,290,000 1,823,738 11％ 197,967

トヨタ車体 1,502,240 18,624 141,470 179,900 8,350,417 9％ 786,381

豊田自動織機 1,217,526 82,720 199,300 283,433 4,295,640 16％ 703,164

リコー 1,013,228 79,585 145,576 317,120 3,267,621 14％ 459,057

アイシン精機 878,996 46,306 176,717 1,120,000 784,818 20％ 157,783

富士ゼロックス 846,850 58,992 157,153 171,200 4,946,554 19％ 917,950

京セラ 539,320 88,847 194,424 421,768 1,278,712 36％ 460,974



投資の判断は利益の額や売上を目安としてきたが，この二酸化炭素生産

性を企業投資の材料にして優良企業の判断ができそうである。なお，トヨ

タ自動車の場合には，図表2にトヨタ車体があることから，企業を生産単

位別に細分すると真実が見えづらくなり，グループ全体を連結して，生産

性なり二酸化炭素量を集計する必要がある。

図表3の住友電気工業以下，住友化学，神戸製鋼所，王子製紙，三菱マ

テリアル，新日本製鉄などは二酸化炭素生産性が低い。その最悪の数値が
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図表3 付加価値生産性の順

積水ハウス 1,195,245 88,516 197,438 213,511 5,598,048 17％ 924,721

大和ハウス工業 1,157,660 11,662 145,644 328,300 3,526,226 13％ 443,631

アサヒビール 1,030,736 69,779 111,660 272,000 3,789,471 11％ 410,514

サントリー 837,007 28,730 74,893 230,000 3,639,161 9％ 325,621

ブリヂストン 1,052,218 132,634 229,071 862,000 1,220,670 22％ 265,743

清水建設 1,459,528 26,925 50,808 247,000 5,909,020 3％ 205,700

凸版印刷 1,022,970 36,174 151,829 1,032,044 991,208 15％ 147,115

ヤマハ発動機 799,209 29,178 84,373 577,563 1,383,761 11％ 146,084

住友電気工業 1,011,577 45,902 92,453 860,000 1,176,252 9％ 107,503

住友化学 933,291 29,241 85,569 4,781,000 195,208 9％ 17,897

神戸製鋼所 1,283,638 89,125 191,494 16,700,000 76,865 15％ 11,467

王子製紙 592,577 6,319 60,619 5,764,000 102,807 10％ 10,517

三菱マテリアル 922,546 41,657 88,230 9,153,000 100,791 10％ 9,693

新日本製鉄 2,782,944 382,319 575,974 67,000,000 41,536 21％ 8,597

図表4 電力業界

東京電力 5,224,389 △265,598 251,278 97,600,000 53,528 5％ 2,574

関西電力 2,422,722 95,401 358,698 49,810,000 48,639 15％ 7,201

中部電力 2,222,182 99,650 317,926 63,780,000 34,841 14％ 4,985

東北電力 1,586,331 14,593 186,488 35,700,000 44,435 12％ 5,224

九州電力 1,392,059 60,161 219,851 31,600,000 44,053 16％ 6,957

中国電力 1,038,437 33,104 159,419 42,535,000 24,414 15％ 3,748



電力会社（図表4）である。電力業は，桁違いに二酸化炭素の生産性が低

く，東京電力の数値は3.11（福島）の事故があったからではなく，当時中

越地震にともなう刈羽原子力発電所や福島第一・第二など計7基の発電機

運転中止が，また中部電力にあっては静岡県御前崎の浜岡原発2基の長期

運転停止（平成20年12月廃炉決定）に伴う火力代替が原因と考えられる。

電力・鉄鋼・セメント・紙パルプといった基幹産業において，この生産

性と自動車産業のそれとを比較するとおおよそ300倍の相違（トヨタ比）

が生じている。また，電力業界の生産性（6社平均ton-CO2当り5,114.5円）

を家庭用3KW 太陽光（年間総発電量3,000KW，売電価格60,000円）の年間

CO2換算量500トンと比較すると，付加価値ないしは売電価格当りの排出

量の23分の1となる。なお，一人当たりの年間CO2排出量が9.6トンと

いうことから推察すると，家庭用太陽光発電が節約するCO2量は50人分

ともなる。この辺に電力会社がグリーンエネルギーを買い取る利点がある

ようである。なお，東京都の条例に基づく，企業間CO2排出権取引の取

引価格は，1,000t以下トン当たり1,365円，1,000t以上同506円と想定し

ている。なお，環境庁は2016年6月に家庭から出る二酸化炭素排出量の

発調査結果を公表し，一世帯当たり年間およそ3.5トン（暖房の関係から北

海道と北陸は5.3トン），その内訳は照明・家電47％，給湯24％，暖房22％

であった。

こうした視点から環境にやさしい企業であるかどうかを判断することが，

会計学という立場から環境問題を解決する手法の一つとなろう。

Ⅴ カーボン国民総生産性の検討

個別企業のカーボン付加価値計算の検討は，二酸化炭素排出量（マイナ

スのインパクト）とその経済的効用（プラスのインパクト）を対比することで

企業の社会的存在意義を示した。この考え方をマクロ経済に当てはめ，国
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家間比較を通じて，地球環境保全のための目安を構想してみた。

前出の企業付加価値に代えて一国のGDP（国民総生産高）をその国が排

出したCO2量で除すことでCO2トン当たりの国民総生産額が算定できる。

これを仮にカーボン国民総生産性（率）と名付け，この生産性が高いほど

資源を効率的に消費し，もって国民生活の豊かさを示していると仮定した。

�図表に示したコラムの出典等�

① GNHの順位は国連「持続可能な開発ソリューション・ネットワー

ク」が発表したRankingofHappiness（2012�14年の調査期間）から

援用したが，この表にはブータンのランキングは見当たらない。

② 名目GDP（10億USドル）は2014年IMF資料から援用した。

③ CO2の排出順位並びにその量（単位百万トン）は2012年のIEA資料

から援用。

④ 各国の人口統計（千人単位）は2014年度世界銀行のもの。

⑤ 原発基数はWorldNuclearPowerReactors&UraniumRequire-

ments（2012年11現在）による。

上記の各資料はインターネットのGlobalNoteからの援用（各資料の出

典年度は統一していないが，大きな判断差異は生じない）。

�データの加工�

① GNHは53か国中，CO2は133か国中，GDPは188か国中，産油

国は49か国中の各順位であり，専らGNHを表示している国に限定

して作表した。

② 原資料が使用している単位に従い「カーボン（国民総）生産性」は

分母を百万トン単位の二酸化炭素排出量，分子に 10億ドル単位の

GDPを置いて，排出二酸化炭素1トン当たりのGDPドルの計算を

した。
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③ 「1人当たりCO2量（単位トン）」は国民千人当たりの二酸化炭素排

出量（百万トン）で除した計算で，これを国民1人当たりに換算し，

小数点一桁までを表示。この算式を中国の係数に当てはめると次のよ

うになる。

�図表の解説�

類型① 「上位CO2排出国」

国と地域別の排出総量に代えて排出量順位を「CO2順位欄」に示し，国

民1人当たりCO2排出トンを「1人当たりCO2」欄に表示した。GNH登

録（欄）の有無にかかわらず排出量の多い順の10か国がこの表である。

GDP順位欄からも伺えるようにみな国民総生産高（GDP）は高い（平均10

位）。人口の多い中国やインド，そしてロシア，イランのCO2生産性は低

い。GDP19位のサウジアラビアと29位のイランは産油国で，原発はな

いに等しい。この二か国を除くと原発（カッコ内は発電占有率を％で示す）

を保有することでCO2の排出量（化石燃料の消費）を抑制している。

日本を例に取ってこの表を説明すると，GNHは53か国中46番と低位

にあり，CO2は世界で5番目に多く，これに伴うGDPは3番目に位置し

ている。CO2トン当たりのGDPは3,611ドル，国民1人当たりの年間CO2

排出量は9.6トンとなる。同程度の排出量を示している国にドイツ（9.8ト

ン），韓国（11.8トン）が続き，ともに産油国でないことから，原発依存度

が高い。なお，CO2排出上位5か国のCO2合計排出量（18,116.35百万トン）
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GDP（10,380.38十億ドル）

CO2（8,205.86百万トン）
・

CO2（8,205.86百万トン）

人口（1,364,270千人）
・

GDP

人口

CO2生産性（効率性） × 1人当たりCO2排出量 ＝ 国民所得

1,265ドル 6.015トン 7,609ドル

*「1人当たりCO2排出量」6,015キログラムは少数点一桁までの6.0トンと

表示し，これをベースに1人当たり国民所得を算出（1,265×6.0）すると

7,590ドルとなり，大ざっぱな解であることを避けた。



は120か国合計（29,886.23百万トン）の61％，同GDP合計額（36,322.61億

ドル）は120か国合計（77,055.91億ドル）の47％に上っている。

類型② 「CO2生産性の高い国」

CO2トン当たりのGDP（8,526ドル以上）の高い6か国である。全てがヨー

ロッパに位置していて，フランスを除きGNH幸福度は上位（平均3.6位）

にある。アイスランドは水力80％，地熱20％の割合で電力を賄い，ノル

ウェーとスウェーデンは北海油田を有する。その他の国は原発の電力が

40～70％を賄っている。なお，GNHのデータがないナイジェリア（CO2

生産性は8,886ドル）は産油国で，1人当たりCO2が0.4トン，その国民所

得3,206ドルと極端に低いことからこの類型から省いた（類型④に移行）。

これら 6か国は生産性（エネルギーの効率性），CO2排出量，国民所得

（経済的豊かさ）の全ての面において日本のそれ（類型①参照）より優れてい

て，理想的な立ち位置にある。多くは国民の税負担が高額である代りに，
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類型① 上位CO2排出国

国 名
GNH

順位

CO2

順位

GDP

順位

CO2

生産性

（＄）

1人当た

りCO2

（t）

国 民

所 得

（＄）

稼働原

発基数

産油国

順 位

中 国 1 2 1,265 6.0 7,609 15（ 1.8％） 4

米 国 15 2 1 3,433 15.9 54,629 104（19.2％） 3

イ ン ド 3 9 1,049 1.5 1,617 20（ 3.7％） 22

ロ シ ア 4 10 1,120 11.5 12,915 33（17.6％） 2

日 本 46 5 3 3,611 9.6 36,311 50（18.1％）

ド イ ツ 26 6 4 5,110 9.8 47,714 9（17.8％）

韓 国 47 7 13 2,390 11.8 28,101 23（34.6％）

カ ナ ダ 5 8 11 3,351 15.0 50,330 20（15.3％） 5

イ ラ ン 9 29 759 6.8 5,150 1（ 0.0％） 6

サウジアラビア 35 10 19 1,640 15.6 25,621 1

10か国単純平均 2,373 10.4 27,000



社会保障の充実した国々で，医療費や教育の無償化，低負担介護費用，労

働時間の短縮等が図られている。

類型③並びに④ 「1人当たりCO2排出量の少ない国」

類型③は国民所得が平均5,500ドル程と低いが，国民1人当たりCO2排

出平均量1.1トン，その生産性も平均5,500ドルと優れている。すべて中

南米にあり，農林・漁業従事者比率がボリビア（43.4％），グアテマラ
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類型② CO2生産性の高い国

国 名
GNH

順位

CO2

順位

GDP

順位

CO2

生産性

（＄）

1人当た

りCO2

（t）

国 民

所 得

（＄）

稼働原

発基数

産油国

順 位

フランス 29 18 6 8,526 5.0 42,991 58（76.4％）

ス イ ス 1 64 20 17,259 5.0 86,941 5（37.7％）

スウェーデン 8 65 22 14,088 4.2 58,838 10（38.1％）

デンマーク 3 67 34 9,189 6.6 60,427 37

ノルウェー 4 69 27 13,823 7.0 97,399 14

アイスランド 2 137 111 9,070 5.6 50,884

6か国単純平均 8 11,992 5.6 66,247

類型③ 1人当たりCO2排出量の少ない国

国 名
GNH

順位

CO2

順位

GDP

順位

CO2

生産性

（＄）

1人当た

りCO2

（t）

国 民

所 得

（＄）

農 林

漁業率

（％）

コロンビア 33.0 48 31 5,715 1.4 7,866 18.8

ボリビア 51.0 86 94 2,110 1.5 3,174 43.4

グアテマラ 43.0 95 75 6,760 0.6 3,590 44.2

エルサルバドル 42.0 114 104 4,120 1.0 3,968 27.1

コスタリカ 12.0 112 84 7,137 1.4 9,749 18.6

パラグアイ 53.0 118 99 6,918 0.7 4,239 36.0

6か国単純平均 39.1 5,460 1.1 5,440 23.0



（44.2％），パラグアイ（36％）と高い。

類型④「CO2排出量の極端に少ない国」はGNH欄に順位がなく1人当

たりCO2排出量1トン未満（類型③の国の45％）に甘んじ，国民所得が2

千ドル程度の零細国と地域である。国民所得よりもそのCO2生産性（効率

性）が250％と高く，ほとんどが農林漁業に就業（60.3％）している。ドイ

ツのCO2生産性（5,110ドル）を超えているミャンマー，ケニア，タンザニ

ア，カメルーンなどは国民所得の低さに比して（高い）生産性向上への努

力が評価できる。
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類型④ CO2排出量の極端に少ない国

国 名
CO2生産性

（＄）

1人当たりCO2

（t）

国民所得

（＄）

農林漁業率

（％）

パキスタン 1,820 0.7 1,351 45.6

イエメン 2,165 0.8 1,731 47.4

アンゴラ 7,810 0.7 5,807 71.0

スリランカ 4,703 0.8 3,614 44.6

ガ ー ナ 3,017 0.5 1,462 56.1

ミャンマー 5,391 0.2 1,170 69.3

ケ ニ ア 5,711 0.2 1,334 74.1

ジンバブエ 1,370 0.7 936 60.9

タンザニア 5,391 0.2 944 79.1

エチオピア 6,600 0.1 542 81.1

コートジボワール 4,337 0.4 1,632 45.9

セネガル 2,762 0.4 1,067 75.0

フィリピン 3,334 0.8 2,647 37.7

ナイジェリア 8,886 0.4 3,206 30.6

バングラデシュ 3,114 0.4 1,170 57.7

カメルーン 5,843 0.2 1,388 56.0

ベ ナ ン 1,758 0.5 821

ネパール 4,016 0.2 698 92.9

18か国単純平均 4,335 0.5 1,751 60.3



類型⑤ 「1人当たりCO2排出量の多い国」

この10か国の平均1人当たりCO2排出量は19.6トンと非常に高く，日

本の排出量の2倍にあたる。幸福度はカナダの5位からバーレーンの49

位までバラバラで，平均23位と高い。類型②「CO2生産性の高い国」平

均5.6トン比で355％である。ルクセンブルク（鉄鋼業，金融業）を除けば

すべて産油国である。特に1人当たりのCO2消費量が高いにもかかわら

ず，その生産性が極端に低いサウジアラビア（1,640ドル），アラブ首長国

連邦（2,349ドル），オマーン（1,150ドル），トリニダード・トバゴ（776ド

ル），それにバーレーン（1,175ドル）に問題がある。多くの労働力を必要

としない産油国ゆえの無駄なCO2消費のようで，類型⑥の平均1人当た

り12トン程度に引き下げる努力が必要と思われる。なお，ルクセンブル

ク（国民所得112,230ドル），クウェート（同153,685ドル）のCO2排出量削減

の検討も必要である。
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類型⑤ 1人当たりCO2排出量の多い国

国 名
GNH

順位

CO2

順位

GDP

順位

CO2

生産性

（＄）

1人当た

りCO2

（t）

国 民

所 得

（＄）

産油国

順 位

米 国 15.0 2 1 3,433 15.9 54,629 3

カ ナ ダ 5.0 8 11 3,354 15.0 50,330 5

サウジアラビア 35.0 10 19 1,640 15.6 25,621 1

オーストラリア 10.0 15 12 3,739 16.4 61,478 30

アラブ首長国連邦 20.0 31 30 2,349 18.1 42,520 7

オマーン 22.0 47 65 1,150 17.2 19,806 20

トリニダード・トバゴ 41.0 68 100 776 27.6 21,421 42

クウェート 19.0 38 58 5,114 30.0 153,685 9

バーレーン 49.0 76 96 1,175 21.4 25,193 50

ルクセンブルク 17.0 96 73 6,106 18.4 112,230

10か国単純平均 25.5 2,884 19.6 56,691



類型⑥並びに⑦ 「CO2生産性の低い国」

参考欄に挙げたロシアの生産性は低いが，国民所得は1万ドルを超え，

1人当たりCO211.5トンと高い。同様に「CO2生産性の低い国」のうち，

国民所得が比較的高いサウジアラビア，オマーン，トリニダード・トバゴ，

バーレーンが類型⑤に重複掲載されていることから，これらを除いたCO2

生産性，1人当たりCO2，国民所得の各平均はそれぞれ1,193＄，5.2t，

7,205＄である。また，チェコとパナマを除くとすべて産油国である。

類型⑦「その他CO2生産性の極端に低い国」は，さらにCO2生産性も

国民所得も低く，GNHの登録のない（国のうち），CO2生産性が千ドル未

満の9例である。類型⑤のような無駄にCO2を排出し，国民所得に反映

しない国々とを一律の基準によって排出規制を求めることは不平等だし，
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類型⑥ CO2生産性の低い国

国 名
GNH

順位

CO2

順位

GDP

順位

CO2

生産性

（＄）

1人当た

りCO2

（t）

国 民

所 得

（＄）

稼働

原発

基数

産油国

順 位

参
考

中 国 1 2 1,265 6.0 7,609 11 4

インド 3 9 1,049 1.5 1,617 18 22

ロシア 4 10 1,120 11.5 12,915 31 2

イラン 9 29 759 6.8 5,150 6

サウジアラビア 35.0 10 19 1,640 15.6 25,621 1

タ イ 34.0 23 32 1,456 3.8 5,560 32

ベネズエラ 23.0 29 51 1,153 5.8 6,664 10

ウズベキスタン 44.0 36 72 563 3.6 2,036 47

チ ェ コ 31.0 37 52 1,908 10.2 19,566 6

オマーン 22.0 47 65 1,150 17.2 19,806 20

トリニダード・トバゴ 41.0 68 100 776 27.6 21,421 42

バーレーン 49.0 76 96 1,175 21.4 25,193 50

パ ナ マ 25.0 98 88 876 2.5 2,203

9か国単純平均 33.6 1,317 12.0 14,230



人類の幸福とはならない。

従前の財務分析で用いた係数同様，ここに紹介した指数からの判断は絶

対的なものではなく，多くの事例を積み重ねて，信頼性の高い客観的な判

断基準に育てていくことが肝心である。

類型⑧ 「その他GNH登録国」

これまで類型②～⑦の俎上に挙げなかったGNH登録諸国23か国の分

析表である。メキシコ，ブラジル，チリ，アルゼンチン，ウルグアイ，エ

クアドルのような中南米の途上国が含まれるが，大方はヨーロッパとアジ

アの先進諸国である。類型②に示した「CO2生産性の高い国」に準じた立

ち位置にある。

類型②から⑧を統合した分布図（図表5）をいかように考え，地球規模

の対策をとるかはそれぞれの国家や地域に住む人々の叡智にかかわってい

る。海外の諸事情を周知の諸氏はこの分布をいかに解析されようか。とも

あれ，類型②（ヨーロッパの先進国）と類型⑤（産油国）が対照的な位置に
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類型⑦ その他CO2生産性の極端に低い国

国 名
GNH

順位

CO2

順位

GDP

順位

CO2

生産性

（＄）

1人当た

りCO2

（t）

国 民

所 得

（＄）

農 林

漁業率

（％）

イ ラ ン 9 29 759 6.8 5,150 25.2

南アフリカ 16 33 931 7.0 6,482 8.6

カザフスタン 25 49 940 13.1 12,277 16.4

トルクメニスタン 51 85 751 12.0 9,031 35.0

セルビア 62 87 995 6.2 6,154 30.0

ボスニア・ヘルツェゴビナ 79 109 847 5.5 4,701 10.1

モンゴル 90 129 842 4.9 4,158 26.0

キルギス 99 187 778 1.6 1,268

コ ソ ボ 105 145 915 4.4 4,015

9か国単純平均 862 6.8 5,915



ありながら，国民所得という観点からは同程度である。GNHの国家間順

位の総平均に意義はないものの，前者の類型②8位，後者類型⑤が25.5位

（同③39.1位，同⑥38.6位）であることからも，産油国のCO21人当たりの

消費量削減とその生産性向上（③⑥⑧）努力が必要である。
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類型⑧ その他GNH登録国

国 名
GNH

順位

CO2

順位

GDP

順位

CO2

生産性

（＄）

1人当た

りCO2

（t）

国 民

所 得

（＄）

稼働原

発基数

産油国

順 位

フィンランド 6 55 41 5,488 9.0 49,628 4（32.6％）

オランダ 7 30 17 4,986 10.3 51,403 1（ 3.9％）

ニュージーランド 9 72 55 6,164 7.1 43,929

イスラエル 11 45 37 4,146 8.9 36,977

オーストリア 13 49 28 6,753 7.6 51,210

メキシコ 14 13 15 2,946 3.5 10,361 2（ 3.0％） 11

ブラジル 16 12 7 5,345 2.2 11,647 2（ 2.8％） 12

アイルランド 18 70 44 6,932 7.7 53,423

ベルギー 19 38 25 5,114 9.3 47,488 7（50.5％）

イギリス 21 11 5 6,438 7.1 45,654 19（19.0％） 24

シンガポール 24 54 36 6,192 9.1 56,389

ド イ ツ 26 6 4 5,110 9.3 47,741 17（16.0％）

チ リ 27 42 42 3,317 4.4 14,515

アルゼンチン 30 28 24 2,836 4.5 12,790 4（ 4.6％） 28

ウルグアイ 32 103 78 6,572 2.5 16,128

スペイン 36 22 14 5,277 5.7 30,317 8（20.9％）

マ ル タ 37 131 135 4,198 5.9 24,778

台 湾 38 24 26 2,064 11.0 22,626

スロベニア 45 73 64 3,136 5.9 18,448 4（35.4％）

日 本 46 5 3 3,619 9.6 36,311 52（ 1.7％）

韓 国 47 7 13 2,390 11.6 28,101 21（28.7％）

エクアドル 48 71 63 3,044 2.2 6,325

イタリア 50 17 8 5,731 6.1 35,013 41

23か国単純平均 4,687 7.0 32,618



最後に総括図に類型①にあった「上位CO2排出国」10か国を投影して

みた（図表6）。これらの国（特に，ドイツ，韓国，米国，日本，カナダなど）

はCO2の排出量はもとより，GDPも高く，1人当たりのCO2消費量を改

善し，トン当たりの生産性を向上させる力量のある国々である。

ここに提案したカーボン国民総生産性（率）の公式は一国のCO2トン当

たりGDP生産性に国民1人当たりのCO2消費量を乗じて国民（1人当たり）

所得とした。近代国家が求める国家の豊かさ（国民の幸福度）はCO2の排

出量（自然環境）を減らし，国民所得（社会環境）を最大にすることと仮定

して，そのためのカーボン国民総生産性（効率）を説いた。その数値には

国や地域が置かれている各種エネルギーの入手状況，気候・風土，国民性

によっても大きく左右されることから，地球規模での一律の施策は採りよ

うがない。それがCOP21（パリ協定）で示された，CO2排出規制に関する
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図表5 生産性・国民所得等の総括表



「共通だが差異のある責任」（原則）ということとなったようだ。

Ⅵ COP21のとりきめ

国連気候変動枠組条約（UNFCCC）第21回契約国会議（TheConference

ofthePartie21）がフランス・パリで2015年12月1日から開かれ，同月

12日に「パリ協定」を採択して散会した。これは2011年のCOP17で，

2020年以降の新たな温暖化対策の国際枠組みをCOP21の場で採択する

こととされてきた。そこで，先進国だけに対策を義務付けた京都議定書

（COP3）に代わり，途上国を含むすべての国が参加する枠組みを目指し，

196の国と地域から代表が集まり議論・調整がなされた。146の国と地域

が会議に先立ち提出した自主規制案を尊重し，各国・各地域の削減目標

（5年ごとに見直して国連に提出）に法的拘束力を設けず，産業革命前（1850

年）の気温をもとに，その後の地球温度の上昇を2℃以内（努力目標1.5℃

以内）に抑えようとする目標を立てた。こうして，今世紀後半に人間活動
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図表6 類型①にある上位CO2排出10か国



による温暖化ガス（GHG）の排出量を森林や大海などが吸収する量と均衡

する状況に減らす努力目標を立てられたが，さらに2025年までに途上国

に対して年間1,000億ドルを下限とする支援を定め，途上国の排出量増加

を押さえて経済的豊かさを満たす工夫も盛り込まれた。

2016年4月から各国の協定署名手続きが始まり，55か国以上の署名で，

かつ温暖化ガス排出量合計が全体の55％以上の国々の手続きが完了して

30日後に「パリ協定」が発効する。

上の図表を整理すると次のようになる。①1990年の排出量を基準とし

て40％（EU），同25～30％（ロシア），2005年を基準に26～28％（米国），

同37％（ブラジル），2013年を基準に26％（日本）とあり，その目標達成

すら米国，ブラジルが2025年，EU,ロシア，日本が30年とばらばらで

ある。さらに②中国やインドは05年のGDP当たりのCO2を基準に前者

は60～65％，後者は33～35％を30年までに達成しようとするもので，削

減量の比較が難しい連立方程式もどき理論展開をして複雑にしてしまった。

さらに途上国のCO2生産性比率を現状維持し，代りに先進国が途上国

の所得を増加させる支援額を供出する提案であるが，その地の特定集団を

潤すだけで，必ずしも地域全体の実質所得を増加させない危険性がある。

また先進国はその支援分の国民所得が減少し，CO2当たり生産性を維持す
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図表7 新たな温暖化ガス排出削減目標

米 国 2025年に05年比26～28％減

E U 2030年に1990年比40％減

日 本 2030年に13年比26％減

ロシア 2030年に1990年比25～30％滅

中 国 2030年にGDP当たりCO2を05年比60～65％減

インド 2030年にGDP当たりCO2を05年比33～35％減

フラジル 2025年に05年比37％減

（出典：日本経済新聞10月24日夕刊）



るのが苦しくなる。しかし，「共通だが差異ある責任」を認めなければ，

この惑星は破滅する寸前にある。

カーボン付加価値計算の検討は個別企業のCO2の消費効率を指数化し

たものであった。カーボン国民総生産性は国家単位でのCO2の消費効率

指数であったことから，国家の内・外2つの指数による規制が地球環境を

改善する鍵となろう。

む す び

黒澤清教授は半世紀も前にその名著『近代会計学』の中で会計学の

border-linescienceに言及しておられた。すなわち，「（会計は）経済と法

律と統計との三つの領域にまたがる（inter-disciplinary）研究の分野であっ

て，それらの境界線上に立っている」21）と。会計は早くから法会計（Legal

Accounting…株式会社会計，税務会計など）方面に発達をみる，次いで統計

的手法を駆使した管理会計（ManagerialAccounting…原価計算，財務分析，

予算論など）の方面へ，さらに国民所得や国富ないしは社会資本を測定す

る社会会計（SocialAccounting）に接してそのすそ野を広げてきた。

その後 1966年のアメリカ会計学会「基礎的会計理論」（Statementof

BasicAccountingTheory:ASOBAT）では，会計を「情報の利用者が事情

に精通して判断や意思決定を行うことが出来るように，経済的情報を識別

し，測定し，伝達するプロセス」と定義した。環境省の「環境会計ガイド

ライン2005年版」（EnvironmentalAccountingGuidelines2005）に至って

は「企業等が，持続可能な発展を目指して，…環境保全への取組を効率的

かつ効果的に推進していくことを目的として，事業活動における環境保全

のためのコストとその活動により得られた効果を認識し，可能な限り定量

的（貨幣単位又は物量単位）に測定し伝達する仕組み」とあり，「会計」用

語を単なる企業の環境情報システムの一つと解している。
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ここで注意しなければならないことは，統計と会計との間におけるアナ

ロジー（analogue：類似性による推理）がいかに大きいか22），「会計は，固有

の統計と異なり，原価，利益，資本有高等を測定集計するにあたり，会計

特有の様式，すなわち勘定（accounts），貸借対照表，損益計算書等の手

段を強制的に使用しなければならない。統計はこのような強制的様式から

自由である」23）と黒澤教授は諫めていた。

国民経済学や環境科学から「会計」にアプローチすると，会計の本質を

見失い，行き過ぎた（会計技法を援用した）国民経済計算（社会会計）や（会

計技法を援用した）環境報告書（環境会計）を「会計」に押し付ける恐れが

ある。そのことを理解してかグリーソン・ホワイトは「環境会計への抵抗

は根強いが，環境が経済発展に貢献していることに多くの経済学者が気づ

き始めている」24）と言い，伝統的会計技法から逸脱した「環境（報告）会

計」という領域に救世主を求めた。これに呼応した本稿は環境を地域別に

斟酌しながら，国民総生産（GDP）と温室効果ガス（GHG）の国際比較か

ら持続可能な地球環境指数（算式）を模索したものである。従来の会計と

は相当かけ離れたこの愚考を読者諸氏はいかように判断し，実行の緒に就

けようか，ご批判を賜りたい。

1） 黒澤清著『近代会計学』（春秋社1967.4）p.10参照。

2） 片野一郎訳清水宗一助訳『会計発達史』（同文舘1978.7）p.490.

会計は外部環境との関係において，相関的であり進化的である。会計上の

テーマを産みだすところのもろもろの事象はたえず変化しつつある。されば，

既往の理念は時勢の変化するにつれて指導力を発揮し得なくなり，従前の方

法はあたらしい問題に当面すれば適応性をうしなう。かくして，環境はあた

らしい問題を産みだし，創造の才ある人々を刺激してあたらしい方法を工夫

せしめるにいたる。

3） ジェーン・グリーソン・ホワイト著（川添節子訳）『世界経済史』（日経BP
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青色更正処分に係る理由附記の再考

村 松 芳 弘

野 口 浩

要 約

青色申告に関する税制度の1つとして，青色申告に対する更正は，更正

通知書に更正の理由を附記しなければならない（所得税法155条2項およ

び法人税法130条2項）とするものが存在する。この理由附記に関する法

理は判例法を中心に形成されてきた。

昭和38年5月31日判決において，青色更正処分に係る理由附記は，恣

意抑制機能と争訟提起便宜機能が求められるとし，かつ信憑性原則を打ち

出した。そして，最高裁昭和60年4月23日判決は，帳簿記載を否認しな

い青色更正処分について信憑性原則に一定の縛りをかけた。その後の判決

においては，帳簿記載を否認しない青色更正処分について法的評価を示さ

ない理由附記を適法とするものが多く見受けられたが，大阪高裁平成25

年1月18日判決はそれを違法と判断して，これまでの議論に一石を投じ

たものとなった。

本稿は，裁判事例を中心に据えて，青色更正処分に係る理由附記の法理

を再考し，そこに存在する原則的な考え方を明らかにする。結論として，

恣意抑制機能，争訟提起便宜機能，および信憑性原則は，現在でも原則的

な考え方として存在することを確認する。また，帳簿記載を否認しない青

色更正処分については，法的評価と判断の根拠条文がまったく不要である

と解すべきではないと主張する。

キーワード：青色更正処分，理由附記，恣意抑制機能，争訟提起便宜機能，

信憑性原則，帳簿記載を否認しない青色更正



Ⅰ は じ め に

青色申告に対する更正は，納税義務者の帳簿書類を調査し，その調査に

よって所得金額または純損失等の金額に誤りがあると認められる場合に限っ

て，これを行うことができ（所得税法155条1項および法人税法130条1

項），しかも，その場合には，更正通知書に更正の理由を附記1）しなけれ

ばならない（所得税法155条2項および法人税法130条2項）2）。

平成23年12月税制改正により，国税通則法74条の2が改正され（現

行国税通則法74条の14），従来適用されなかった行政手続法第3章が，

国税に関する法律に基づき行われる処分について適用されることになり

（国税通則法74条の14第1項），その結果，事業所得等に関する青色申告

以外の申告（以下，「白色申告」という）に対する更正についても理由の

附記が要求されることとなった。ただし，所得税法155条2項および法人
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目 次

Ⅰ はじめに

Ⅱ 理由附記に関する基準

Ⅲ 信憑性原則に対する一定の縛り

Ⅳ 法的評価を示さない理由附記

Ⅴ 法的評価を重視した判決

Ⅵ 理由附記に関する原則的な考え方

Ⅶ おわりに

1） 所得税法155条2項は「附記」，法人税法130条2項は「付記」と表記が

異なるが，本稿では，裁判所の判示および論文の引用部分を除き，「附記」と

統一して表記することとする。

2） 理由附記とは，行政処分時における処分理由の書面による関係者への開示

を指すものである。久保茂樹「納税者の手続的権利と理由附記」『租税行政と

権利保護』137頁。



税法130条2項の青色申告書に係る更正の理由附記の規定はそのまま存置

されている。従って，青色申告者に係る更正の理由附記の規定の解釈が変

わるわけではない，といわれている3）。

また，同改正により，平成26年1月から所得金額にかかわらず全ての

個人事業所得者について簡易な方法による記帳義務が課され，かつ，その

帳簿を一定期間保存しなければならないこととされた（所得税法231条の

2第1項および所得税法施行規則102条）。納税者としては，記帳をせざ

るを得ないのであれば，税制上の特典のある青色申告を選択した方が有利

であるとして，白色申告者から青色申告者に移行する者が増えることが予

想される4）。したがって，青色申告に関する税制度がこれまでにもまして

重要となるであろう。

そこで本稿において，青色申告に関する税制度の1つである青色更正処

分に係る理由附記の法理について整理し，そこに存在する原則的な考え方

を明らかにする5）。理由附記の法理は，税法の分野とくに青色申告に対す

る更正処分の理由附記に関する判例法を中心に形成されてきたため6），本

稿では裁判事例を中心に据えて考察を進めて行くこととする。
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3） 武田昌輔監修『DHCコンメンタール所得税法』6997頁（第一法規）。

4） 昭和59年度税制改正前は，白色申告者には記帳義務が課されていなかっ

た。昭和59年度税制改正において所得金額が300万円を超える白色申告者に

対して記帳義務が課されることとなったが，同改正が掲げた納税環境の整備

に際しての基本的考え方の中で，青色申告制度との関係について次のように

述べられている。「記帳制度と青色申告制度とは併存させ，また，その求める

べき記帳の水準に差を設け，かつ，記帳制度には原則として特典を与えない

ことにより，この両者を制度的に整理すべきであると考えられました。そし

て，納税者としては，記帳をせざるを得ないのであれば，特典のある青色申

告を選択した方が有利であるとして，おのずとより高度な記帳に移行してい

くことを期待することとされたのです。」『改正税法のすべて（昭和59年度版）』

51頁。

5） 本稿は，白色申告に対する更正処分および青色申告承認取消処分等に係る

理由附記については考察の対象外とする。

6） 下川環「理由の開示（1） 青色申告に係る更正」行政判例百選1（第6

版）256頁。



Ⅱ 理由附記に関する基準

まずは，理由附記の法理に関するリーディングケースである昭和38年

5月31日判決7）を取り上げる。従来から理由附記について課税庁では，

形式的要件を満たすだけの訓示規定と解しており，処分の結果に影響を及

ぼすものではないものとして具体性を欠く記載のものが多かった。そのよ

うな中で，この判決は，理由附記に関する基準を示したものであり，以後

の判決に多くの影響を与えている。

事実の概要は次のとおりである。X（原告・被控訴人・上告人）は，A

（税務署長・訴外）に対し，昭和27年に所得税青色申告承認の申請をして

昭和28年分以降の所得税に関しその承認を受けていた。Xは，昭和32

年3月14日，昭和31年分の所得税につき，所得金額を30万9,422円と

して青色申告書により確定申告をしたところ，Aは，昭和33年7月29

日付で，所得金額を44万4,695円と更正し，同月30日に通知したが，そ

の通知書には，更正の理由として，「売買差益率検討の結果，記帳額低調

につき調査差益率により基本金額修正，所得金額を更正す」と記載されて

いるにすぎなかった。そこで，Xはこの更正処分を不服として，Aに対

し，再調査の請求をしたところ，Aは同年10月3日付でXの請求を棄却

する決定をし，その決定通知書には理由として「再調査請求の理由として

掲げられている売買差益率については実際の調査差益率により店舗の実体

を反映したものであり，標準差益率によった更正ではなく，当初更正額は

正当である」と記載されていた。

XはさらにY（国税局長・被告・控訴人・被上告人）に対し同年11月

1日審査請求をしたところ，Yは翌33年1月28日付でこの請求を棄却す
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7） 民集17巻4号617頁。



る決定をした。この決定通知書には，棄却の理由として，「あなたの審査

請求の趣旨，経営の状況，その他を勘案して審査しますと，Aの行なっ

た再調査決定処分には誤りがないと認められますので審査の請求には理由

がありません」と記載されているだけであった。Xは，Aの更正通知書

記載の理由及びYの審査決定通知書記載の理由は，ともに抽象的で，そ

の趣旨が不明であるから，各通知書には理由の記載を欠いているに等しく，

従ってAの更正，およびYの審査決定はともに違法であると主張し，各

処分の取消しを求めて出訴した。なお，Xは，金額の点についても不服

があったが，理由不備の点のみを違法事由として主張した。

それに対して，最高裁判所は，次のように述べてXの主張を認める判

断を下している。「一般に，法が行政処分に理由を附記すべきものとして

いるのは，処分庁の判断の慎重・合理性を担保してその恣意を抑制すると

ともに，処分の理由を相手方に知らせて不服の申立に便宜を与える趣旨に

出たものであるから，その記載を欠くにおいては処分自体の取消を免れな

いものといわなければならない。ところでどの程度の記載をなすべきかは，

処分の性質と理由附記を命じた各法律の規定の趣旨・目的に照らしてこれ

を決定すべきであるが，所得税法（昭和37年法律67号による改正前のも

の，以下同じ）45条1項の規定は，申告にかかる所得の計算が法定の帳

簿組織による正当な記載に基づくものである以上，その帳簿の記載を無視

して更正されることがない旨を納税者に保障したものであるから，同条2

項が附記すべきものとしている理由には，特に帳簿書類の記載以上に信憑

力のある資料を摘示して処分の具体的根拠を明らかにすることを必要と解

するのが相当である。しかるに，本件の更正処分通知書に附記された前示

理由は，ただ，帳簿に基づく売買差益率によって確定申告の所得金額

309,422円を444,695円と更正したにとどまり，いかなる勘定科目に幾何

の脱漏があり，その金額はいかなる根拠に基づくものか，また調査差益率

なるものがいかにして算定され，それによることがどうして正当なのか，
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右記載自体から納税者がこれを知るに由ないものであるから，それをもっ

て所得税法45条2項にいう理由附記の要件を満たしているものとは認め

得ない」，「また，所得税法49条6項が審査決定に理由を附記すべきもの

としているのは，特に請求人の不服の事由に対する判断を明確ならしめる

趣旨にでたものであるから，不服の事由に対応してその結論に到達した過

程を明らかにしなければない（昭和36年�第409号，同37年12月26日

第二小法廷判決参照）。もっとも，審査の請求を棄却する場合には，その

決定通知書の記載が当初の更正処分通知書または再調査棄却決定通知書の

理由と相俟って原処分を正当として維持する理由を明らかにしておれば足

りるというべきである。ところが，本件審査決定通知書に附記された理由

をみるのに，前示のごとき記帳だけでは，所得法49条6項の理由附記と

して不十分であるのみならず，本件更正処分通知書に附記された理由が処

分の具体的根拠を明確にしていないことは前示のとおりであり，小石川税

務署長のした再調査棄却決定通知書に附記された前示理由によっても更正

を相当とする具体的根拠が明確にされているものとは認められないから，

結局，本件審査決定の理由もまた，違法といわなければならない」。

本判決において裁判所は，「一般に，法が行政処分に理由を附記すべき

ものとしているのは，処分庁の判断の慎重・合理性を担保してその恣意を

抑制する」（以下，「恣意抑制機能」という）とともに，「処分の理由を相

手方に知らせて不服の申立に便宜を与える」（以下，「争訟提起便宜機能」

という）趣旨に出たものであるとして，法律が要求している理由附記につ

いての趣旨を確認して，「その記載を欠くにおいては処分自体の取消を免

れないものといわなければならない」とし，それが訓示規定ではなく効力

規定である旨を明確にしている。

なお，理由附記の程度については，「どの程度の記載をなすべきかは，

処分の性質と理由附記を命じた各法律の規定の趣旨・目的に照らしてこれ

を決定すべきである」として概略を述べるにとどまり，理由附記の具体的
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な記載要件については明言をさけながらも8），その一方で，「その帳簿の

記載を無視して更正されることがない旨を納税者に保障したものであるか

ら，特に帳簿書類の記載以上に信憑力のある資料を摘示して処分の具体的

根拠を明らかにすることを必要と解するのが相当である」（以下，「信憑性

原則」という）と深い言及がなされた点は注目に値する。

Ⅲ 信憑性原則に対する一定の縛り

前述のとおり，最高裁昭和38年5月31日判決は，理由附記の内容ない

し程度に関して，附記される理由には「特に帳簿書類の記載以上に信憑力

のある資料を摘示して処分の具体的根拠を明らかにすることを必要とする」

という原則を定立した。この信憑性原則に一定の縛りをかけたのが，最高

裁昭和60年4月23日判決9）である。事実の概要は次のとおりである。

X（原告・被控訴人・上告人）は，織物の製造販売業を営む青色申告法

人である。昭和48年2月1日から昭和49年1月31日までの事業年度法

人税について確定申告（所得金額77万1,098円）をした際に，昭和48年

6月に取得した冷房機が租税特別措置法（昭和49年法律17号による改正

前のもの）45条の2第1項所定の「機械」にあたり，したがって，その

減価償却費の計算については特別償却規定が適用されると考え，その減価

償却費を54万1,355円と算定してこれを損金に計上した。これに対し，

税務署長Y（被告・被控訴人・上告人）は，所得金額を113万9,134円と
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8） 金子教授は，理由付記に関して一般論として次の3点を記載することが必

要であるとされている。第一は，更正の理由となる課税要件事実の認定，第

二は，課税要件事実の認定の結果，課税標準の中味にどのような変動が生ず

るかを帳簿書類の記載に即して明らかにすること，第三は，第一および第二

の点に関する資料を摘示し，法令上の根拠を明らかにすること。金子宏「青

色申告の更正と理由付記」判例時報1230号9頁。

9） 民集39巻3号850頁。



する更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分をなした。その更正処分通

知書には，更正の理由として，「1．減価償却費の償却超過額……36万

8036円。48年6月取得の冷暖房設備について機械として特別償却をして

いますが，内容を検討した結果建物附属設備と認められ，特別償却の適用

はありませんので，次の計算による償却超過額は損金の額に算入されませ

ん。（種類）冷暖房設備（償却限度額）17万3319円（貴社計算の償却費

額）54万1355円（差引償却超過額）36万8036円」と記載されていた。

そこでXは，本件更正処分等の取消を求めて出訴した。第1審（神戸

地裁昭和54年8月20日判決10））は，Xの請求を棄却したが，控訴審（大

阪高裁昭和55年11月26日判決11））は，「どのような事実関係ないしは観

点から，本件冷暖房機が何ゆえに機械ではなく建物附属設備であると認定

されたかについてその具体的根拠が明示されていない」として，第1審判

決を取り消し，Xの請求を認容した。そこで，Yが上告した。

最高裁は，次のように述べて，破棄差し戻しの判断を下した。「法人税

法130条2項が青色申告にかかる法人税について更正をする場合には更正

通知書に更正の理由を附記すべきものとしているのは，法が，青色申告制

度を採用し，青色申告にかかる所得の計算については，それが法定の帳簿

組織による正当な記載に基づくものである以上，その帳簿の記載を無視し

て更正されることがないことを納税者に保障した趣旨にかんがみ，更正処

分庁の判断の慎重，合理性を担保してその恣意を抑制するとともに，更正

の理由を相手方に知らせて不服申立ての便宜を与える趣旨に出たものとい

うべきであり，したがって，帳簿書類の記載自体を否認して更正をする場

合において更正通知書に附記すべき理由としては，単に更正にかかる勘定

科目とその金額を示すだけではなく，そのような更正をした根拠を帳簿記
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10） 行集30巻8号1395頁。

11） 行集31巻11号2510頁。



載以上に信憑力のある資料を摘示することによって具体的に明示すること

を要するが（最高裁昭和36年�第84号同38年5月31日第二小法廷判決・

民集17巻4号617頁，同昭和50年（行ツ）第84号同54年4月19日第

一小法廷判決・民集33巻3号379頁等），帳簿書類の記載自体を否認する

ことなしに更正をする場合においては，右の更正は納税者による帳簿の記

載を覆すものではないから，更正通知書記載の更正の理由が，そのような

更正をした根拠について帳簿記載以上に信憑力のある資料を摘示するもの

でないとしても，更正の根拠を前記の更正処分庁の恣意抑制及び不服申立

ての便宜という理由附記制度の趣旨目的を充足する程度に具体的に明示す

るものである限り，法の要求する更正理由の附記として欠けるところはな

いと解するのが相当である」，「本件についてこれをみると，本件更正通知

書記載の更正の理由には本件更正をした根拠についての資料の摘示がない

ことは否定できないところであるけれども，本件更正は，前記のような内

容のものであって，本件冷房機の存在，その取得時期及び取得価額につい

ての帳簿記載を覆すことなくそのまま肯定したうえで，被上告会社の確定

申告における本件冷房機の属性に関する評価を修正するものにすぎないか

ら，右更正をもって帳簿書類の記載自体を否認するものではないというべ

きであり，したがって，本件更正通知書記載の更正の理由が右のような更

正をした根拠についての資料を摘示するものでないとしても，前記の理由

附記制度の趣旨目的を充足するものである限り，法の要求する更正理由の

附記として欠けるところはないというべきである」。

本判決は，最高裁昭和38年5月31日判決を受けて，理由附記の恣意抑

制機能及び訴訟提起便宜機能をあらためて確認したうえで，理由附記の程

度についてさらに踏み込んだものとなっている。すなわち，帳簿書類の記

載自体を否認する場合とそれを否認することなしに更正する場合とで理由

附記の程度を同一にすべきか否かという点に言及し，信憑性原則が適合す

る範囲を，帳簿書類の記載自体を否認する場合に限定した。
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Ⅳ 法的評価を示さない理由附記

最高裁昭和60年4月23日判決以後は，帳簿書類の記載自体を否認する

ものではない場合の青色更正処分に係る理由附記について，非常に簡潔な

根拠しか記載されていない理由附記や，法解釈についてはその根拠を示す

必要がないとする理由附記を適法とした下級審の判断を多く見ることがで

きる。その1つが，岐阜地裁平成12年12月6日判決12）である。事実の

概要は次のとおりである。

X（原告）は，織物販売を業とする合名会社であり，平成7年4月1日

から平成8年3月31日までの事業年度分の法人税につき，Y（被告・税

務署長）に対して，確定申告をした。Yは，これに対し，同年12月26

日付で，法人税額等更正及び過少申告加算税の賦課決定をした。Yは，

本件課税処分の理由の一つとして，B株式会社から仕入れ，C株式会社及

びD株式会社に染色加工のため預けていた生機が，期末棚卸資産の額に

計上漏れとなっていたので，棚卸資産の計上漏れとして，2,438万7,630

円を当期利益に加算した。しかし，本件事業年度末前に，Xは本件生機

について所有権を喪失したか，所有物としての支配を喪失したから，当該

期末棚卸資産に計上すべきではないとした。また，本件課税処分は，根拠・

理由が具体的に明示されておらず，法人税法130条2項により適法になさ

れたものではなく，違法であるとして，Xは，平成9年2月24日付で国

税不服審判所長に対し，本件課税処分の取り消しを求めて審査請求をした

ところ，同所長は，平成10年4月17日付で本件処分を適法として審査請

求を棄却したため，Xが提訴した。
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裁判所は，「支配の喪失によって当該資産がその棚卸資産性を喪失する

といいうるためには，盗難のように，当該資産に対する支配を回復するこ

とが法的にも社会・経済的にも著しく困難である場合にかぎると解すべき

である」として，「帳簿書類の記載自体を否認することなしに更正する場

合において，右の更正は納税者による帳簿の記載を覆すものでないから，

更正通知書記載の更正の理由は，前記の更正の理由附記制度の趣旨目的を

充足する程度に具体的に明示するもの，すなわち，更正の対象となる事実

とこれに対する課税庁の法的評価ないし法的判断の結論が表示されている

限り，法の要求する更正理由の附記として欠けるところはなく，それ以上

に当該法的評価ないし法的判断の根拠となった事実まで記載する必要はな

いと解するのが相当である」と述べている（下線筆者）。

京都地裁平成18年2月10日判決13）は，非常に簡潔な根拠しか記載さ

れていない理由附記を適法としている。当判決の事実の概要は次のとおり

である。

X（原告）は，染色業を営む株式会社である。平成14年3月31日当時

のXの代表取締役は，乙であった。丙は乙の父であり，Xの乙の前の代

表取締役であり，同日当時，取締役であった。甲は，乙の妻であり，同年

1月4日付けで原告の取締役に就任し，同年4月1日，代表取締役に就任

した旨の登記がされている。また，Xの商業登記簿上，平成14年3月31

日に乙が代表取締役を，丙が取締役をそれぞれ辞任し，同年4月1日，丙

が監査役に，甲が代表取締役にそれぞれ就任したとされている。Xは，

平成13年4月1日から平成14年3月31日までの事業年度中に，乙ら役

員及び従業員を被保険者とする簡易保険（普通養老保険）及びE保険株

式会社の団体生命保険の各満期保険金等としてそれぞれ合計 9,095万

3,949円及び合計6,519万1,157円，以上の合計1億5,614万5,106円から
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既積立額を控除した9,498万5,373円について本件事業年度の雑収入とし

て計上した。Xは，平成14年5月31日，被告に対し，本件金員（乙に

対する退職慰労金4,000万円，丙の退職慰労金1,560万円）を本件事業年

度分の損金として，本件事業年度分の法人税の確定申告をした。

これに対し，Y（被告・税務署長）は，平成15年7月7日付けで，本

件金員については本件事業年度の損金の額に算入されないとして，法人税

額について更正処分をし，過少申告加算税の賦課決定処分をした。また，

本件更正処分等の通知書には，「当事業年度において退職の事実がないと

認められますので，当事業年度の損金の額に算入されません」との記載が

ある。Xは，Yに対し，平成15年8月8日，上記各処分について異議を

申し立てたが，Yは，同年11月4日，同申立てをいずれも棄却する決定

をした。さらにXは，平成15年12月4日，国税不服審判所長に対し，

審査請求をしたが，国税不服審判所長は，平成16年6月25日，同審査請

求を棄却する裁決をした。

裁判所は，「本件についてこれをみるに，本件更正は，本件金員の支払

の存在についての帳簿記載を覆すことなくそれを肯定した上で，本件金員

の支払が本件事業年度における退職によるものといえるかどうかという評

価を修正するものにすぎないから，本件更正をもって帳簿書類の記載自体

を否認するものではないというべきである。そして，本件理由記載は，

「当事業年度において退職の事実がないと認められますので，当事業年度

の損金の額に算入されません」というものであり，本件事業年度の損金と

して本件金員を算入することを否認した理由について，その法律上及び事

実上の根拠を示しているということができる。……したがって，本件理由

記載は，法人税法130条2項の要求する更正理由の付記として欠けるとこ

ろはないというべきである」と述べている。

これらの判決以外においても，非常に簡潔な根拠しか記載されていない

理由附記や，法解釈についてはその根拠を示す必要がないとする理由附記
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を適法とした判決を見ることができる14）。

Ⅴ 法的評価を重視した判決

最後に触れるのは，大阪高裁平成25年1月18日判決15）である，本判

決の特色は，最高裁昭和60年4月23日判決以後，裁判所が非常に簡潔な

根拠しか記載されていない理由附記や，法解釈についてはその根拠を示す

必要がないとする理由附記を適法と判断している点について一石を投じた

ものである16）。また，最高裁昭和60年4月23日判決の論理を精密に分析

し，その論理を本件事実関係にあてはめて丁寧に判断を行ったとものとし

て評価されている17）。

事実の概要は次のとおりである。X（原告・控訴人）は，a市が全額寄

附をしてb府から設立許可を得て，民法34条の規定により設立された財

団法人であって，法人税法上の公益法人等であり，Y（行政処分庁・国・

被告・被控訴人）から青色申告の承認を受けていた。Xは，その行なう

事業を平成15年4月1日から平成16年3月31日までの事業年度及び平

成16年4月1日から平成17年3月31日までの事業年度においては，公

益事業会計，収益事業会計及び不法投棄調査収集事業会計の3つの事業に

区分して経理し，平成17年4月1日から平成18年3月31日までの事業

年度及び平成18年4月1日から平成19年3月31日までの事業年度にお

いては，公益事業会計及び収益事業会計の2つの事業に区分して経理して
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14） 例えば，「各通知書に，このように判断した法令解釈の根拠が示されなかっ

たとしても，それだけで上記理由附記制度の趣旨目的が損なわれたというこ

とはできない」とする判決も存在する。東京地判平成20年9月10日判例集

未登載。

15） 判例時報2203号25頁。

16） 佐藤英明「行政手続法により課税処分に求められる理由附記の程度」税務

事例研究144号34頁。

17） 岩﨑政明「青色申告更正処分に係る理由付記の程度」税研178号275頁。



いた。Xは，各事業年度において，収益事業会計として区分していた事

業のみを法人税法2条13号に規定する収益事業に該当するとして，法人

税の確定申告をした。

Yは，Xが営む事業のうち，平成16年3月期及び平成17年3月期に

おいて公益事業会計及び不法投棄調査収集事業会計に区分して経理してい

た事業並びに平成18年3月期及び平成19年3月期において公益事業会計

に区分して経理していた事業についても収益事業に該当するとして，X

に対し，各更正処分等を行なった。Xは，本件各更正処分等を不服とし

て，異議申立て，審査請求をしたが，いずれも棄却され，本訴を提起した。

第1審の大阪地裁は，本件更正処分等を適法と判断し，Xの請求を棄却

したため，Xが控訴した。

控訴審である大阪高裁は，次のように述べて，原判決を取消す判断を下

しXの主張を認めた。「法人税法130条2項は，青色申告に係る法人税に

ついて更正をする場合には，更正通知書にその更正の理由を付記すべきも

のとしている。これは，更正処分庁の判断の慎重，合理性を担保してその

恣意を抑制するとともに，更正の理由を相手方に知らせて不服申立ての便

宜を与える趣旨によるものと解される」，「そして，一般に法が行政処分に

理由を付記すべきものとしている場合に，どの程度の記載をすべきかは，

処分の性質と理由付記を命じた各法律の規定の趣旨・目的に照らして決定

すべきである（最高裁昭和38年5月31日判決・民集17巻4号617頁）

ところ，帳簿書類の記載を否認して更正をする場合においては，法人税法

が青色申告制度を採用し，青色申告に係る所得の計算については，それが

法定の帳簿組織による正当な記載に基づくものである以上，その帳簿の記

載を無視して更正されることがないことを納税者に保障した趣旨に鑑み，

単に更正に係る勘定科目とその金額を示すだけではなく，そのような更正

をした根拠を帳簿記載以上に信憑力のある資料を摘示することによって具

体的に明示することを要するものというべきである」，「他方，帳簿書類の
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記載自体を否認することなしに更正をする場合においては，その更正は納

税者による帳簿の記載を覆すものではないから，そのような更正をした根

拠について帳簿記載以上に信憑力のある資料を摘示することは要しないが，

更正の根拠を，上記の更正処分庁の恣意抑制及び不服申立ての便宜という

理由付記制度の制度目的を充足する程度に具体的に明示するものであるこ

とを要すると解され，更正処分庁が当該評価判断に至った過程を検証しう

る程度に記載する必要があるというべきである」。

ここまでの判示は，最高裁昭和38年5月31日判決と，最高裁昭和60

年4月23日判決の判示を引用した形を取っている。そして，本件更正処

分の内容については，「本件各更正処分の通知書には，「収益事業収入計上

漏れ」として，契約書名等を個々に明記し，該当する各事業の契約及び金

額を指摘して所得に加算しており，帳簿についても書類についても何ら否

認する旨の記載もないこと，当該契約書に記載されている金額及びXが

作成していた帳簿書類の記載と，本件各付記理由及びその別紙一「計上漏

れ収益事業収入一覧表」に記載されている金額とが，一致することが認め

られる。本件各更正処分は，いずれもXの受託業務，当該業務の契約年

月日及び計上漏れとなっていた金額についての帳簿上の記載を覆すことな

く，これらをそのまま肯定した上で，かかる業務が法人税法上の収益事業

に該当するという法的評価により更正したものであることが認められるの

で，本件各更正処分は，帳簿書類の記載自体を否定することなしにされた

更正処分である」と述べている。

続けて，理由附記の内容については，「本件各付記理由は，収益事業の

収入に該当すると認定した収入の金額については，各契約書に基づきその

算定過程について具体的に記載するものであるが，法適用に関しては，

「法人税法2条13号に規定する収益事業の収入に該当する」との結論を記

載するにとどまり，なぜ収益事業の収入に該当するのかについての法令等

の適用関係や，何故そのように解釈するのかの判断過程についての記載が
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一切ない」，「さらに，本件各付記理由には，法人税法施行令5条1項10

号，同施行規則4条の3,実費弁償通達の各規定や，その適用関係につい

ての判断過程の記載が一切ないことから，本件各付記理由の記載自体から

は，処分行政庁が本件各更正処分をするに当たり，そうした法令等の適用

関係やその判断過程を経ていることを検証することができない」と判示し

ている。

そして結論として，「以上の認定判断を総合すると，本件各付記理由は，

法人税法130条の求める理由付記として不備があるものといわざるを得な

い」として，原判決を破棄し，本件更正処分等のすべてを取消した。

Ⅵ 理由附記に関する原則的な考え方

本稿では，裁判事例を中心として青色更正処分に係る理由附記の法理を

概観した。そこから，同処分に係る理由附記の法理を整理し，そこに存在

する原則的な考え方を明らかにしたい。

青色更正処分に係る理由附記における原則的な考え方の1つは，最高裁

昭和38年5月31日判決が示す，理由附記の恣意抑制機能と争訟提起便宜

機能である。それらは，最高裁昭和60年4月23日判決，岐阜地裁平成12

年12月6日判決，京都地裁平成18年2月10日判決，および大阪高裁判

平成25年1月18日判決の中でも示されており，それらの機能を満たさな

い理由附記は違法となると考えることができる。

また，同じく最高裁昭和38年5月31日判決が示した信憑性原則である

が，その原則は，最高裁昭和60年4月23日判決により一定の縛りがかけ

られている。すなわち，帳簿の記載を否認しないで行う理由附記について

は，「そのような更正をした根拠について帳簿記載以上に信憑力のある資

料を摘示するものでないとしても，更正の根拠を前記の更正処分庁の恣意

抑制及び不服申立ての便宜という理由附記制度の趣旨目的を充足する程度
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に具体的に明示するものである限り，法の要求する更正理由の附記として

欠けるところはないと解するのが相当である」とされたことである。岐阜

地裁平成12年12月6日判決，京都地裁平成18年2月10日判決，および

大阪高裁判平成25年1月18日判決においても，それらの事件が帳簿の記

載を否認するケースか否かについての判断がまず示されている。言い換え

ると，帳簿の記載を否認して行う理由附記には，信憑性原則の考え方が適

用されると考える。

そして，帳簿記載を否認しない青色更正処分に係る理由附記は，岐阜地

裁平成12年12月6日判決および京都地裁平成18年2月10日判決に見ら

れるように，非常に簡潔な根拠しか記載されていない理由附記や，法解釈

についてはその根拠を示す必要がないとする理由附記を適法とする判決が

見受けられた。しかし，この考え方については，大阪高裁判平成25年1

月18日判決が，「なぜ収益事業の収入に該当するのかについての法令等の

適用関係や，何故そのように解釈するのかの判断過程についての記載が一

切ない」とし，さらに続けて，「本件各付記理由には，法人税法施行令5

条1項10号，同施行規則4条の3,実費弁償通達の各規定や，その適用関

係についての判断過程の記載が一切ないことから，本件各付記理由の記載

自体からは，処分行政庁が本件各更正処分をするに当たり，そうした法令

等の適用関係やその判断過程を経ていることを検証することができない」

と判示している。今後，裁判所がどのような判断を下すのかは明らかでな

いが，この点については理由附記における原則的な考え方が未だ確立して

いないと言えるであろう。

Ⅶ お わ り に

本稿では，裁判事例を中心に据えて，青色更正処分に係る理由附記の法

理を整理し，そこに存在する原則的な考え方を明らかにした。結論を述べ
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ると，最高裁昭和38年5月31日判決が示した，理由附記の恣意抑制機能

と争訟提起便宜機能という考え方は脈々と今日まで引き継がれており，同

判決が示した信憑性原則も，最高裁昭和60年4月23日判決により一定の

縛りがかけられながらも，原則的な考え方として未だ存在していることを

確認することができた。

しかし，帳簿記載を否認しない青色更正処分について，課税庁の法的評

価と判断の根拠条文を示さない理由附記が適法になるのか否かということ

については，裁判所の考え方は揺れているように感じられた。この点につ

いては，理由附記の恣意抑制機能と争訟提起便宜機能を充足するためにも，

法的評価と判断の根拠条文がまったく不要であると解すべきではないと考

える。

� 岩﨑政明「青色申告更正処分に係る理由付記の程度」（税研，178号）

� 浦谷清「所得税青色申告についてなされた更正処分並びに審査決定の附記理

由が不備であるとされた事例」（民商法雑誌，50巻1号）

� 金子宏『租税法（第21版）』（弘文堂，2016年）

� 金子宏「青色申告の更正と理由付記」（判例時報，1230号）

� 久保茂樹「納税者の手続的権利と理由附記」『租税行政と権利保護』（ミネル

ヴァ書房，1995年）

� 佐藤英明「行政手続法により課税処分に求められる理由附記の程度」（税務

事例研究，144号）

� 塩野宏『行政法Ⅰ（第6版）』（有斐閣，2015年）

	 芝池義一『行政法読本（第4版）』（有斐閣，2016年）


 芝池義一「青色申告に対する更正の理由附記」『租税判例百選（第4版）』

（有斐閣，2005年）

� 下川環「理由の呈示（1） 青色申告に係る更正」『行政法判例百選Ⅰ（第6

版）』（有斐閣，2012年）

� 田中二郎『行政法総論』（有斐閣，1965年）


 谷口勢津夫『税法基本講義（第5版）』（弘文堂，2016年）
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ル，15号）

� 深澤龍一郎「青色申告に対する更正の理由附記」『租税判例百選（第5版）』

（有斐閣，2011年）

� 水野忠恒「行政行為と理由の附記」『行政法の争点（初版）』（有斐閣，1980

年）

� 山田二郎「青色更正の理由附記とその程度について」『山田二郎著作集 租

税法の解釈と展開�』（信山社出版，2007年）

（原稿受付 2016年5月9日）

―119―





経営経理研究 第107号
2016年9月 pp.121�129

1．貿易実務研究の動向

「貿易」の語源は，道学の老子に由来し，貿＝輸，易＝経済から発祥し

たといわれる。貿易とは，物資，サービスの自由な移動，流通がその原義

であるといえる。

保護貿易の反省から，戦後，IMF・GATT体制の自由貿易体制下での，

日本は米国の貿易仕法を導入し，主に船荷証券，信用状付荷為替手形決済

を中心とした実務体系を整備，発展させてきた。この貿易ドキュメントを

通じたドル流通証券による取引システムは，世界貿易の急速な発展とドル

決済システムを通じて米国経済と深く結合し，ドル信用の大きな基盤を形

―121―

�調査報告〉

TPP時代の貿易取引実務の展望

財務省東京税関 2015年度 税関職員研修講義録

武 上 幸之助

概 要

財務省東京税関 税関職員研修会 2015年10月30日（金）

研修会担当 拓殖大学大学院教授 武上幸之助

於：江東区青海 東京税関ビル10F 税関職員「貿易実務」研修会

全国から集まった税関職員（係長級以上）の研修講師担当。

午前：貿易実務動向，電子商取引EDIを中心に解説。

午後：貿易実務事例を用いて解説した。



成してきた。

「貿易実務」仕法の特徴として，非常に多くの実務当事者，相互間に係

わり，貿易ドキュメント作成，確認，決済，認証，配送等，非常に煩雑で

あることで，事務処理生産性から，米国にても約7.5％前後といわれ相対

的には高い値であるとされる。

例えば，JASTPRO調査では，貿易書類（官公庁119種，商業民生65

種）そのコピー官公庁45枚，商業195枚），NCITD（アメリカ貿易手続

き簡素委員会）の同調査では一件46種，コピー229枚作成・流通・処理

平均時間，輸出36.5時間375ドル，輸入27.5時間320ドル輸出入総額の

7.5％が貿易文書処理に費やされた。

事務処理の合理化が急務な一方で，電子商取引EDIまた日本通関申告

システムNACCSなど通信情報革命の取り込み，外為法改正によるオー

プンアカウント勘定決済などドル規制撤廃による自由決済導入，また

AEO等のテロ対策や通関審査の改革，コンテナ輸送が主力輸送手段化し

たことによる海上運送状（SWB）等の非流通証券による貿易信用決済な

どのリスク等にどのように対応するか，TPP新時代を迎え，新たな実務

課題に直面している。

2．電子商取引EDI

実務の主軸は，信用状付荷為替手形決済から直送B/Lシステムへの方

向へ発展してきた。流通船荷証券が中心であった80年代は，約80％が信

用状付荷為替手形決済を用い，2000年代は20％にまで，2010年代インコ

タームズ2010では，既に5％程度といわれ送金決済を基軸としたオープ

ンアカウント決済が主役となり，現在は国際コンテナ化と非流通海上運送

状・国際複合輸送証券取引が，その利便性により，法的未整備の中，B/L

に代わって利用拡大している。
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貿易実務の動向の背景を見れば，80～90年代円高と日本企業の海外進

出・現地生産の拡大とそれに伴う産業空洞・企業内貿易化が，貿易決済の

円建て化を進め，90年代から，SCMサプライチェーンマネジメントによ

るグローバル国際物流と市場連結が発展，2000年代からは，セキュリティ

強化と貿易手続き簡素化とCEFACT（国連標準化開発組織）などによる

電子商取引化が，現在は，貿易取引の注目視点となっている。

通貨危機後のアジア貿易では，現在，ドル信用のリスク極大化の時期で

もあり，貿易決済が，ドル依存を主にしていた従来から，貿易流通の中で

の貿易実務は，SCMの国際グローバル的発展の下，その性質を変えて，

EDIによるSCM効率化と発展により，自国通貨を利用する場合も多くな

り，日本円決済も比重を増してきている1）。
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図表1 EDIのイメージ

（出典：富士通総研HP2015）



3．電子商取引のリスク

主に東アジア貿易で「船荷証券の危機」が問われ出し，その貿易取引の

ペーパーレス化，電子商取引化の主軸は，国連CEFACTによるXML/

EDI・EDIFACT標準策定，またJASTRO（日本貿易関係手続簡素化協

会），さらにボレロ船荷証券（電磁データ）実験，WTOの提唱するEDI

への経産省提案，経産省「国境を越える電子商取引の法的問題に関する検

討会」などで，導入審議がおこなわれ，関税NACCS,またSDS（日本郵

船）シングルウィンドウシステムなど，急速な発展を遂げている。

今回，TPPで示された貿易取引実務の迅速化への要請として，以下の

項目が掲げられており，導入に際しての検討課題となっている（図表2）。
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図表2 電子商取引

（出典：経産省HP2015）

１．交渉で扱われている内容

電子商取引のための環境・ルールを整備する上で必要となる原則等について定める。

２．交渉の現状

ＴＰＰ協定交渉参加国の二国間ＦＴＡを参考としつつ，デジタル製品 �注１�に対する関税不賦課，
内国民待遇，最恵国待遇，オンラインの消費者保護，電子署名・認証の採用，貿易文書の電子化等が
議論されている模様。

�注１�デジタル製品とは，例えばコンピュータ・プログラム，設計図，映像及び録音物又はそれ
らの組合わせから成り，デジタル式に符号化されたもの。

３．既存の協定の内容 �別添１６：「ＴＰＰ協定交渉参加国間及び我が国の既存の協定―電子商取引」�

（1） ＴＰＰ協定交渉参加国間のＦＴＡ
Ｐ４協定には電子商取引章は設けられていない。ＴＰＰ協定交渉参加国間の二国間ＦＴＡの規定
内容に基本的に大きな違いはなく，内国民待遇，最恵国待遇，オンラインの消費者保護，電子署名・
認証の採用，貿易文書の電子化等が規定されている。
（2） 日本のＥＰＡ
我が国のＥＰＡにおいては唯一，日スイスＥＰＡに電子商取引章が設けられている。ＴＰＰ協定
交渉参加国間のＦＴＡにない規定として，民間部門の活動を支援・奨励する規定，具体的には，①
産業界の主導による電子商取引の発展を政府が支援すること，②民間部門により自主的な規制（行
動規範，指針及び実施確保の仕組みを含む。）が採用されるよう奨励すること，③非営利団体によ
る電子商取引を促進する活動 �注２�を奨励すること等を定めている。

�注２�例えば，プライバシーマーク制度（事業者が個人情報の取扱を適切に行う体制等を整備
していることを認定し，その証として ・プライバシーマーク・の使用を認める制度）は，
ＮＰＯが運用することを想定している。

４．ＴＰＰ協定交渉参加を検討する際に我が国として考慮すべき点

（1） 我が国が確保したい主なルールの内容
我が国企業等にとっては，電子商取引の環境が整備される。

（2） 我が国にとり慎重な検討を要する可能性がある主な点



4．TPP交渉と電子商取引

現時点の公表分では，貿易実務上の課題として，以下の問題が掲げられ

ている2）。

4�1．電子商取引

① インターネット上で販売される音楽のコンテンツや電子書籍などに

関税をかけることは禁止。

② 海外の企業が新興国などで電子商取引を行う際の条件として，国内

にサーバーの設置を義務づけることは禁止。

③ ソースコードと呼ばれるソフトウエアの情報を企業側に開示するよ

う義務づけることも禁止。

4�2．輸出入手続き合理化に向けての施策

急を要する貨物を輸出する場合，相手国の税関に書類を提出したあと6

時間以内に荷物の引き取りをできるようにルール化。

4�3．EDIの推進主体

① 国際的取り決め

CEFACT

（国連標準化開発組織：貿易円滑化と電子ビジネスの為の国連センター）

CenterforTradeFacilitationandElectronicBusiness

② 貿易手続の電子化

「荷為替信用状や，船積み書類の発行接受等一連の貿易手続きの電

子化，ペーパーレス化を実現するため」の，
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＊国際的合意，標準化実務ルール作り，

＊電子化した船積み書類などに関する権利義務関係など法制度の見直し，

（コンテナ最大手アトランティックコンテナライン海上運送状の電子

化）

＊通関情報システムNACCSなど行政手続きとのリンク等が検討。

＊世界標準グローバルな貿易EDI（電子データ交換）」

（米国，欧州，日本などの銀行間で運営されている国際電子金融決

済機構SWIFTを利用して，ロンドンに本部を置くBolero.netが先

行して商業化）輸出業者が船荷証券やインボイス（荷物送り状）など

貿易取引に関わるBOLERO船荷証券等，貿易取引書類を電子データ

処理し，輸入者や自社の海外現地法人，運送業者，通関業者，銀行等

に電送することで，契約から決済までインターネットを利用して内容

の照合や必要な認証など，貿易取引の膨大な情報を迅速処理する。同

時多発テロ以後，米国のテロ対策強化で，米国電子通関システム使用

による輸入貨物の税関への事前申告が義務づけられ，貿易手続きの電

子化がさらに促進させる施策が図られている。

主なEDIツールと主導国際組織

＊「SeaDogs」1980

＊「電子式船荷証券のCMI規則」1990 船荷証券の電子化：万国海法会

貨物の引取りにB/Lを要しない

＊BOLERO：貿易文書の電子交換システム：電子式船荷証券の流通実

験

＊UN/EDIFACT（ElectronicDataInterchangeforAdministration

CommerceandTransport）欧州電子データ交換の国際標準

＊ISO9735 JISX7011

＊SWIFT（SocietyforworldwideInterbankFinancialTelecom-

munication）金融通信メッセージ・サービスを提供する標準化団体
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＊TSU：TradeServiceUtility（SWIFTが開発した銀行間貿易金融

データマッチングシステム）

EDIを巡る問題点の指摘項目

① 電子認証・署名：新たな電子鍵の理論モデル

② 電子決済マネー：信用状付荷為替手形に代わるオープンアカウント

勘定

③ 貿易取引ルール標準化：UCC（米国統一商法典），SGA,CISG

リステイトメント判例ルール策定

＊先行事例 旧ICCと80年改訂新ICC

④ 決済担保保証：

＊流通性担保 船荷証券の裏書制度
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図表3 主なEDI主導国際組織

（出典：経産省HP2015）



5．結 語

実務家にとって「実事求是」とは，現場主義の課題の指摘であり，貿易

実務においても，「現場作業に基づいた問題発見と，その課題解決」こそ

が，実際を支えている。

冒頭で述べた商品サービスの移動，それに伴う資金と信用が，貿易実務

の原点であって，安全，円滑，確実にその流通を展開する「貿易取引の制

度的担保」を維持することが，重要である。

貿易実務は，新たな国際間SCM（サプライチェーンマネジメント）管

理の主な仕法となり，流通証券のデリバティブ化が急速に進んでいる。

一方，情報革命による電子商取引の導入は，実務家の基礎とする現場・

実体リアリズムと乖離した抽象イメージの仕事にも展開する可能性もあり，

電子商取引，それ故の問題も多く抱えている。

利便を支える経済性の背景には，必ず取引，信用リスクが潜むものであ
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り，特に人民元を米国が国際決済通貨として認証した現在，今後，貿易取

引が米国主導であった時期からさまざまな貿易取引実務が派生してくる可

能性が高い。その意味で，貿易実務にもVaRなどに基づく新たなリスク

マネジメントモデルの導入が必要になってくる。

1）「米国サプライチェーンのEDI化の遅れによる直接的・間接的な損失コスト

は5年間で約17億ドルに達し，生産拠点の海外移転に伴うコストダウン効果

を大きく損なう」（米国自動車工業会HP2014）。

2） TPP交渉では，関税の低減化，撤廃化は，大きな貿易自由化課題の一つで

あったが，戦後，自由貿易の大きな転換点となった（「自由貿易は，過去の戦

争悲劇に対する最大の防波堤」チャールズ・キンドルバーガー）。一方，ブロッ

ク内での米国主導は，デジタルプロダクトゼロ関税化，緊急時通関6時間ルー

ルの設定，EDIの推進などにも現れて，貿易取引実務の新たな発展局面を迎

えることになった。

（原稿受付 2016年1月7日）
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TheUniculturalAdvantage:Thenewculturalroadmapforglobalbusi-

nessrelationshipsは学術研究書ではなく，異文化トレーニングの現場で

活躍している講師Andrew Miziniak氏の提案するUniculturalトレーニ

ングの実践的手法を紹介する書物である。Miziniak氏はポーランド生ま

れ，ドイツとフランスで教育を受け，現在はアメリカで大手米国グローバ

ル企業の海外赴任者向け研修を仕掛け，37カ国の異文化研修プログラム

を提供する，現場経験豊富なトレーナーである。

2015年に出版され，教育研修の実体験をベースにトレーナーまたは企

業グローバル事業担当者，赴任者に向けて書かれたこの書物は，一体どの

ような方法を紹介しているだろうか。そのメソッドはどのような特徴をもっ

て，これまでの異文化トレーニングと差別化し，また，現在のグローバル

人材育成，特に日本企業のグローバル人材育成にどのような教示をなして

いるだろうか。上記の問題意識を中心に，この著書を紹介しながら議論を

広げていきたい。

―131―

�書 評〉

経営経理研究 第107号
2016年9月 pp.131�136

AndrewMiziniak,

TheUniculturalAdvantage:

Thenewculturalroadmapforglobalbusiness

relationships

（SC:Createspacepublishing,2015）

� 偉



Uniculturalは，直訳すると普遍文化的アプローチのメソッドのことで

あるが，その特徴を簡単に纏めると，異文化の他者との差異に焦点を当て

るのではなく，自己軸そして自身の文化に焦点を当て，異文化のフレーム

ワークで自分の特徴を捉えた上で，グローバルにビジネスを行う際のノウ

ハウを学ぶ方法である。さらに，ビジネスの文脈と，係わる相手の差異は

国ベースで考えるのではなく，複眼的，多数の尺度をもって考えることを

意味する。つまり，米国人としての多様性，関わる相手（例えばポーラン

ド人，中国人）の多様性，そしてインタラクションの文脈を必ず取り入れ

ながら動的に考えることを強調する。

言うまでもなくこれらの提案は，文化差異を可視化，拡大化，ステレオ

タイプ化する多くの現行研修プログラムを意識したものである。一例とし

て，ポーランド赴任者向けの教育プログラムの中で，ポーランド人は朝か

らアルコールを飲みながらビジネス関係を構築していくエピソードを紹介

し，それが多くの歪んだ固定概念を生み出す危険性を強く批判している。

さらに，過去の経験をベースに纏められる異文化の他者の特徴は，現在の

グローバルビジネスにどこまで通用するか，どこまでこれからの世界に通

用するか，という問いかけをしている。また，「○○人」というレッテル

を張られた他者の特徴は，その国民性の多数を纏めることができたにして

も，実際のグローバルビジネスに係わる○○国出身の人間は，むしろ国民

性を代表できない少数派であり，場合によっては全く異なる特徴を持つ可

能性が大きいのである。米国企業のグローバル赴任者の研修現場から見れ

ば，これは確かに的を射た持論だと認めなければならない。米国企業の赴

任者とはいえ，実際はメキシコ，南アフリカ，インド，中国の出身者であ

り，従来の米国人という枠組みで括ることができない場面が多数である。

また，彼らが赴任先の国において一緒に働く現地の同僚は，日本人，中国

人とは言え，一般的に言われている国民性と正反対の信念，態度，価値観

を持つ人で，研修で提供する情報，知識と対応スキルは全く通用しなくなっ
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ていることも頻繁にある。従って，相手が多様的かつ変動的になっている

のであれば，自己軸のみは比較的安定した要因と認識し，自身の特徴と赴

任タスクという文脈により焦点を当て分析し準備をした方が効果が上がる

ということは理解できるであろう。

確実に応用性の高いフレームワークがいくつか紹介されている。まずは

赴任者とカルチャーショックとの関連性についてのフレームワークとして，

「低周波型人間（Lowfrequencyindividual）」と「高周波型人間（High

frequencyindividual）」というものが紹介されている。通常赴任者は，

赴任初期段階と赴任後一定時間を経た段階で，異文化のカルチャーショッ

クと文化的疲労を経験する。程度の差異があるものの，文化的不適応のレ

ベルによって現地でのパフォーマンスに影響を与え，カルチャーディスカ

ウントという現象が起こる。低周波型人間の場合は日常の細部にまで敏感

に自分の幸福度と満足度を測る特性を持ち，赴任の初期段階においてカル

チャーショックを経験しやすく，事前に対応の方法を習得した方が現地で

のスタートがうまく行くことが多い。日本人赴任者の場合は，一般的に低

周波型が多いとされている。一方で高周波型人間の場合は，特定なことに

のみこだわりを持ち，それさえ満たされればその他の差異と変化について

はほとんど無視できるレベルにある。米国企業の赴任者選びの際には，こ

れまで後者を適応性が高い人間だと評価してきたが，実際は不適応症状の

現れる時期が先伸ばしされているだけである。さらに，現地の文化的特徴

及び社会・市場の変化などに敏感に反応できず，ビジネスパフォーマンス

が高いどころか職種とタスクによってはより大きな失敗を招く可能性が高

い。このような枠組みをもって，赴任者は自分の特徴を理解することによ

り赴任前の適切な準備ができると推奨し，具体的な処方箋も提示している。

なるべく通用性の高いフレームワークをツールとして提示することが

UniculturalMethodの狙いである。例えば，著者はビジネスを行う際の

異文化の環境のことをPCを動かすOSに例え，「オペレーティング環境
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（OperatingEnvironment）」と定義している。その「オペレーティング

環境」の認識と理解がその後のビジネス，信頼関係，リーダーシップなど

の土台となると唱えている。その「オペレーティング環境」を理解するた

めのフレームとして，「Transitory（一時的型）」と「Complex（複雑型）」

という概念が紹介された。それぞれの特徴を纏めると下記の通りである。

このフレームワークをもって日米のビジネスマンの関係構築の場面にあ

てはめてみると，適合性があると言えよう。例えば，日本人ビジネスマン

は英語という語学の能力が高くても，「話題提供」の習慣と対応力が不足

しているという意見は，アメリカ人ビジネスマンの間ではよく聞く。

「Transitory文化」を持つアメリカ人ビジネスマンの場合は，最初から自

分に関連する話題，関心事を大量に提示し，その相手がそこから取捨選択

し関係を構築するというコミュニケーションアプローチを取る。それに対

し，「Complex文化」を持つ多くの日本人ビジネスマンは，少量の話題を

時間と共に少しずつ展開進化し関係を構築していくパターンが多く，その

ためにお互い違和感を感じることが多い。「Transitory／Complex」の概

念は，これまでの異文化マネジメントの分野で広く使われてきた個人主

義／集団主義，不確実性回避の度合い，高コンテキスト文化／低コンテキ

スト文化などの文化的次元を纏めながらも，グローバルビジネスの実務と
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空港とマーケットのように 家族に近い

環境をコントロールすることで人を

コントロール

人々をコントロールすることで環境をコン

トロール

多様性があり予測可能性が低く，ダ

イレクトなコミュニケーションスタ

イルを取る

間接的なコミュニケーションスタイル

関わる時間と共に強くなる

マインド重視 理性的 気持ち重視 感情的

前もって関係性を分配する 時間で関係性を分配する



文脈を背景に動的視点で提案を行っており，既存の理論の応用性を高めて

いる。著者は，従来のモデルを一部援用しながらも，すべての個々人がデー

タが示した通りに行動し関わる時のみフレームワーク通りの予見可能性が

現れると指摘している。また，グローバル化の浸透度合いは国によって大

きく異なるので，問題の現れ方も様々であり，より現場の変化に密着した

フレームワークを紹介するべきだと主張する。これこそ，現場実務経験者

の強みとも言えるだろう。

日本企業のグローバル展開に伴い，海外赴任の日常化が進む中，赴任者

向けの異文化教育も常に進化している。しかし，アメリカの研修現場と同

様に，「他者」と「文化差異」を中心に情報提供を主とするプログラムが

圧倒的に多い。この数年間，赴任者育成の現場では，情報提供をベースと

する異文化教育から多様的かつ動的に「異質性」を受け入れ「異質性」に

よるシナジーを生かす方向へと転換する声が少しずつ高まっている。つま

り，より「知る」「経験する」「慣れる」のではなく，最初から異文化認知

管理のスキルを高めることによって，従来のステレオタイプに陥ることな

く，他者とのコミュニケーションを通して他者をポジティブに理解する協

働関係構築の手法へと移行している。また，自分をより理解し，日本型ビ

ジネスの発信力を高めることもより意識するようになっている。著者のメ

ソッドは時代のニーズに一致しているからこそ，本国のアメリカでは多く

のグローバル企業に評価され採用されている。さらに今後，日本のグロー

バル人材育成の現場にも貢献することが期待される。

異文化研修は，時代と共に発想も方法も常に進化していくものである。

グローバル規模の人材最適化及び多様化の戦略に伴う赴任者向け異文化教

育も，時代の変化を反映しなければならない。既存の学術的理論及び最新

の調査をベースに著されたものではない本書は，現場に次々起きる新しい

事象に対するフレームワーク作りと，一種の理論的構築を試みていると私

は考える。もちろん，すべてのフレームワークが従来の二元論から脱出で
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きない点や，アカデミックな理論及び実証データに欠けるなどの限界もあ

るものの，既存の学術理論に対する批判と更新性をもつ本書が，新たな理

論構築の可能性を提示したことを評価したい。ビジネスの現場における新

たな思考と実践はこれからの異文化理論の更新に有益であると，本書を読

んで改めて実感し，グローバル人材育成の新しいフィールドを開拓する刺

激とヒントを貰った。

（Miziniak,Andrew.TheUniculturalAdvantage:TheNewCulturalRoadmap

forGlobalBusinessRelationships.SC:Createspacepublishing,2015）
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2015年度（平成27年度）経営経理研究所

月例研究会報告

2015年度・経営経理研究所主催の月例研究会は下記のとおり開催された。

� 11月例会（11月13日・金）

テーマ 「交渉は何をもたらすのか ゲーム理論からのアプローチ 」

報告者 海老名一郎（商学部教授）

�要 旨〉

本報告では，交渉の妥結可能性と，各プレーヤーが交渉から引き出そうとする利

得の関係について考察を行った。結果として，「交渉の妥結可能性が高いほど，交

渉中の対立が先鋭化しやすい」ことが示された。

交渉における要求内容とプレーヤーの行動がリンクしている場合，交渉を有利に

導くための事前の行動がエスカレートしやすい。しかし交渉が決裂した場合，エス

カレートした行動の結果が，自らの利得を引き下げる。このことから，交渉の妥結

可能性と要求水準の間にトレード・オフの関係が成立する。フェイズ・ダイヤグラ

ムを用いた分析では，この現象が交渉領域の広範な部分で観察された。

� 12月例会（12月11日・金）

テーマ 「情報伝達に関する基礎的研究における資料等の検討 スマート

社会とコンテンツ産業のゆくえ 」

報告者 金山 茂雄（商学部教授）

�要 旨〉

20世紀に達成された「豊かな社会」は物質的側面（有形）が多く，それを人々

は満足していた。21世紀に入り形あるものから形のない無形のものに様々な価値

を見出した。企業は，このような社会状態を創り出したことに大いに意味深い存在

である。物質的に生活が豊かになったということは，家の中には多くのモノが存在

することを意味する。しかし，モノが多く存在しても今までと同様な商品やサービ

スの提供では，消費者が感心を持たないことに気づく。たとえ商品を購入したとし

ても消費者自身が満足しない結果となるのである。状況次第では，企業は危機感を

抱くことも生じる。
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情報技術産業は世界中で大規模かつ最も急成長している産業である。特に，コン

ピューターやその関連する事業が推進力となっている。現代社会は人間の知的な活

動領域を拡げ，お互いの競争を通じて個人の能力を伸ばし，その結果，一つの産業

として発展している。また，知的活動の増加に伴い様々な価値が生まれ変化し，そ

の中で社会的な倫理観が後退している。

一方，経済的な側面からは，企業や個人に対し創造性と独創性などが求められ，

また，それらの能力の向上が必要とされている。そして，企業は個人に対し既成の

秩序にとらわれない動きや試みを大切にし，柔軟な発想のもとに新しい思想や技術

を次々に創出させるように環境整備を行い，新しい試みに挑戦しなければならない。

そのために，自己分析と意識の向上が必要であり，個々の能力等を改善するための

効果的かつ効率的に得ることができる方法を探究しなければならない。

ここでは，特に個々の能力等を改善するための効果的かつ効率的に得ることがで

きる方法に着目し，新技術開発の発想が情報伝達の過程等に深く係りがあり非常に

重要と考えられる。この「情報伝達に関する研究」に対し，総合的な見地からの研

究の一つとして考察等を行った。今回の対象は，�スマート社会，�コンテンツ産

業，の現状把握のための文献・資料からの情報の抽出とテーマへの検証を報告した。

� 1月例会（1月22日・金）

テーマ 「マーケティング史研究の視座」（最終講義）

報告者 小原 博（商学部教授）

�要 旨〉

『経営経理研究』第106号（2016年3月）p.23参照
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○拓殖大学 研究所紀要投稿規則

（目的）

第1条 拓殖大学（以下，「本学」という。）に附置する，経営経理研究所，政治経

済研究所，言語文化研究所，理工学総合研究所及び人文科学研究所（以下，「研

究所」という。） が発行する紀要は，研究成果の多様な学術情報の発表の場を提

供し，研究活動の促進に供することを目的とする。

（種類）

第2条 研究所は，次の紀要を発行する。

� 経営経理研究所 紀要『拓殖大学 経営経理研究』

� 政治経済研究所 紀要『拓殖大学論集 政治・経済・法律研究』

� 言語文化研究所 紀要『拓殖大学 語学研究』

� 理工学総合研究所 紀要『拓殖大学理工学研究報告』

� 人文科学研究所 紀要『拓殖大学論集 人文・自然・人間科学研究』

（投稿資格）

第3条 研究所が発行する紀要の投稿者（共著の場合，投稿者のうち少なくとも1

名）は，原則として研究所の研究員でなければならない。

2 研究所の編集委員会（以下「編集委員会」という）が認める場合には，研究員

以外も，投稿することができる。

（著作権）

第4条 研究所が発行する紀要に掲載された著作物の著作権は，研究所に帰属する。

2 研究所が必要と認める場合には，投稿者の許可なく，著作物の転載や引用を許

可する。ただし，事後に投稿者に報告するものとする。

3 研究所の紀要に掲載した著作物は，電子化しコンピュータネットワークを通じ

て，本学のホームページ等に公開するものとし，投稿者はこれを許諾しなければ

ならない。

（執筆要領および投稿原稿）

第5条 投稿する原稿は，研究所の執筆要領の指示に従って作成する。

2 投稿する原稿は，図・表を含め，原則として返却しない。
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3 学会等の発行物に公表した原稿あるいは他の学会誌等に投稿中の原稿は，研究

所の紀要に投稿することはできない（二重投稿の禁止）。

（原稿区分他）

第6条 投稿区分は，別表1，2のとおり，定める。

2 投稿する原稿の区分は，投稿者が選定する。ただし，研究所の紀要への掲載に

あたっては，査読結果に基づいて，研究所の編集委員会の議を以て，投稿者に掲

載の可否等を通知する。

3 研究所の紀要への投稿が決定した場合には，投稿者は600字以内で要旨を作成

し，投稿した原稿のキーワードを3～5個選定する。ただし，要旨には，図・表

や文献の使用あるいは引用は，認めない。

4 研究所研究助成を受けた研究成果発表（原稿）の投稿区分は，原則として論文

とする。

5 研究所研究助成を受けて，既に学会等で発表した研究成果（原稿）は，抄録と

して掲載することができる。

（投稿料他）

第7条 投稿者には，一切の原稿料を支払わない。

2 投稿者には，掲載の抜き刷りを50部まで無料で贈呈する。50部を超えて希望

する場合は，超過分について有料とする。

（正誤の訂正）

第8条 印刷上の誤りについては，投稿者の申し出があった場合，これを掲載する。

ただし，印刷の誤り以外の訂正や追加は，原則として取り扱わない。

2 投稿者の申し出があり，研究所の編集委員会がそれを適当と認めた場合には，

この限りでない。

（その他）

第9条 本投稿規則に規定されていない事柄については，研究所の編集委員会の議

を以て決定する。

（改廃）

第10条 この規則の改廃は，研究所運営委員会の議を経て研究所運営委員会委員長

が決定する。
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附 則

この規則は，平成26年4月1日から施行する。
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別表1 原稿区分（理工学総合研究所以外）

� 論 文
研究の課題，方法，結果，含意（考察），技術，表現について

明確であり，独創性および学術的価値のある研究成果をまとめ

たもの。

� 研究ノート
研究の中間報告で，将来，論文になりうるもの（論文の形式に

準じる）。

新しい方法の提示，新しい知見の速報などを含む

� 抄 録 研究所研究助成要領第10項�に該当するもの。

� その他 上記区分のいずれにも当てはまらない原稿（判例研究，解説論

文，調査報告，資料，記録，研究動向，書評等）については，

編集委員会において取り扱いを判断する。

また，編集委員会が必要と認めた場合には，新たな種類の原稿

を掲載することができる。

別表2 原稿区別（理工学総合研究所）

� 展望・解説，� 設計・製図，� 論文，� 研究速報，� 抄録（発表作品

の概要を含む），� 留学報告，� 公開講座，	 学位論文



『拓殖大学 経営経理研究』執筆要領

1．発行回数

本紀要は，原則として年3回発行する。各回の発行について，以下の原稿提出

締切日を設ける。

第1回 5月末日締切 ―9月発行

第2回 9月末日締切 ―12月発行

第3回 12月末日締切 ―3月発行

紀要冊子としての発行のほか，拓殖大学経営経理研究所（以下，「当研究所」

という）のホームページにもその内容を掲載する。

2．執筆予定書の提出

本紀要に投稿を希望する者は，『拓殖大学 経営経理研究』執筆予定表を当研究

所に提出しなければならない。各年度における執筆予定表の提出期限は，別に定

めるものとする。

3．使用言語

使用言語は，原則として日本語又は英語とする。

これら以外の言語で執筆を希望する場合には，事前に経営経理研究所編集委員

会（以下，「編集委員会」という）に申し出て，その承諾を得るものとする。

4．様 式

� 投稿区分の指定

投稿規則に示された，「論文」，「研究ノート」，「抄録」以外の「その他」に

あたる投稿原稿は，「資料」，「調査報告」，「判例研究」，「書評」，「公開講座」，

「文献紹介」，「学会展望」，「その他」のいずれかに区分される。

� 字数の制限

投稿原稿は，A4縦版，横書きで作成し，原則として下記の字数を上限とす

る。図表についても挿入部分に対応した文字数で換算し，制限に含める。日本

語以外の言語による原稿についても，これに準ずる。

ただし編集委員会が許可した場合に限り，同一タイトルの原稿を複数回に分

割して投稿することができる。その場合，最初の稿で投稿記事の全体像と分割

回数を明示しなければならない。
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Ⅰ 論文，研究ノート 24,000字

Ⅱ 資料，調査報告 20,000字

Ⅲ Ⅰ，Ⅱ以外 6,000字



� 投稿原稿の取扱

投稿原稿の受理日は，完成原稿が編集委員会に到着した日とする。

投稿原稿原本は編集委員会に提出された原稿とし，その写しを投稿者が保管

する。

� 投稿原稿は，原則としてワープロ・ソフトで作成したものに限定する。

� 原稿作成にあたっては，A4用紙を使用し，原則として，日本語原稿は横書

きで1行33文字×27行，英文原稿はスペースを含め1行に半角66文字，ダ

ブルスペースで作成すること。

� 数字はアラビア数字を用いること。

� 上記以外の様式で投稿する場合には，編集委員会と協議する。

5．表 紙

投稿原稿の提出に際しては，「『拓殖大学 経営経理研究』投稿原稿表紙」に必

要事項を記入し，ホームページでの公表を認める捺印を行った上で提出すること。

6．図・表・数式の表示

� 図・表の使用は必要最小限にとどめ，それぞれに通し番号と図・表名を付け，

本文中の挿入位置を指定する。図表についても挿入部分に対応した文字数で換

算し，制限に含める。

� 図・表は，そのまま印刷できる形式で作成すること。

� 数式は，専用ソフトを用いて正確に表現すること。

7．注・引用・参考文献

� 注は，必要箇所の右肩にアラビア数字で通し番号をつけることで，記載があ

ることを示すこと。

また，注記内容は文末，あるいは注をつけた部分の記載頁の下に記載するも

のとする。参考文献の表記は，文末に一括して記載するものとする。

� 英文の場合は，TheChicagoManualofStyleを準用する。

8．電子媒体の提出

投稿者は，編集委員会による審査後，編集委員会により指示された修正・加筆な

どが済み次第，完成原稿のデジタルデータと，それをプリントした出力原稿1部

を提出すること。

なお，手元には，必ずオリジナルの投稿論文等データを保管しておくこと。

9．掲載の可否，区分の変更，再提出

� 投稿原稿の採否は，編集委員会が指名する査読者の査読結果に基づいて決定

する。

� 投稿した原稿を，編集委員会の許可なしに変更してはならない。
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� 編集委員会は，投稿者に若干の訂正や部分的な書き直しを求めることができ

る。

� 編集委員会において本紀要に掲載しないことを決定した場合には，拓殖大学

経営経理研究所長名の文書でその旨を執筆者に通達する。

10．校 正

掲載が認められた投稿原稿の校正については，投稿者が初校および再校を行い，

編集委員会と所長が三校を行う。

校正は，最小限の字句に限り，版組後の書き換え，追補は認めない。

校正は，所長の指示に従い迅速に行う。

投稿者による校正が決められた期日までに行われない場合，紀要掲載の許可を

取り消すことがある。

11．改 廃

この要領の改廃は，経営経理研究所会議の議を経て，経営経理研究所長が決定

する。

附 則

本要領は，平成26年4月1日から施行する。
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